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地
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=
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の
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続
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能
性

これからの 地域連携
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2018年秋に答申された中教審の
「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン」では、
高等教育と社会との関係を
さらに発展させることが期待されている。
今回は「地域連携」をテーマに、これからの
社会における大学の役割を考えていきたい。

地方大 学のありようを変えよう！

AIを活用した、日本社会の未来と高等教育に関するシミュレーション結果
□一定程度の都市部の大学の規模の確保
□大学進学率の向上　　□教育投資の充実
□リカレント教育の推進　□国際通用性の確保

持続困難・都市
（一極）集中型
グループ

持続可能・
地方分散
（均衡発展）型
グループ

持続不良・
地方分散型
グループ

誘導に有効な高等教育政策
～持続可能な日本の未来に必要な高等教育政策は何か？

シナリオ
♯ 人口 財政 地域 環境

資源 雇用 格差 健康 幸福 教育 解釈

持続可能性高・社会的
パフォーマンス良・教育中
持続可能性高・社会的
パフォーマンス良・教育充実
持続可能性高・社会的
パフォーマンス中・教育充実
持続可能性中・社会的
パフォーマンス中・教育中
持続可能性中・社会的
パフォーマンス低・教育低下
持続可能性中・社会的
パフォーマンス低・教育中
持続可能性低・社会的
パフォーマンス低・教育中
持続可能性低・社会的
パフォーマンス低・教育中
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□大学進学率の向上  □教育投資の充実
□留学生の確保  　　□地方大学の振興
□研究者の確保・育成

誘導に有効な高等教育政策
　
文
部
科
学
省
、
日
立
京
大
ラ
ボ
、

京
都
大
学
こ
こ
ろ
の
未
来
研
究
セ
ン

タ
ー
が
行
っ
た
「
A
I
を
活
用
し
た
、

日
本
社
会
の
未
来
と
高
等
教
育
に
関
す

る
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
」
で
は
、
2
万

通
り
の
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
結
果
が
得

ら
れ
た
。
そ
し
て
そ
れ
ら
は
、
４
つ
の

持
続
可
能
性
（
①
人
口 

②
財
政 

③
都

市
・
地
域 

④
環
境
・
資
源
）
お
よ
び

５
つ
の
社
会
的
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
（
①

雇
用 

②
格
差 

③
健
康 

④
幸
福 

⑤
教

育
）
の
観
点
か
ら
、
大
き
く
８
つ
の
シ

ナ
リ
オ
に
ま
と
め
ら
れ
た
。
望
ま
し
い

シ
ナ
リ
オ
は
「
持
続
可
能
・
地
方
分
散

（
均
衡
発
展
）
型
シ
ナ
リ
オ 

1
、
2
、

3
」
で
、
そ
の
方
向 

に
進
む
に
は
、

特
に「
教
育
の
質
」「
大
学
進
学
率
」「
地

方
大
学
の
振
興
」
を
重
視
し
て
い
く
こ

と
が
有
効
で
あ
る
と
い
う
。

　
成
長
・
拡
大
か
ら
成
熟
時
代
へ
と
パ

ラ
ダ
イ
ム
シ
フ
ト
が
起
こ
る
中
で
大
学

は
、
地
域
と
の
関
係
に
つ
い
て
、
見
直

し
を
迫
ら
れ
て
い
る
。
従
来
大
学
は
、

市
民
講
座
や
学
生
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
、
ま

た
は
自
治
体
の
審
議
会
へ
の
教
員
参
加

な
ど
で
、
地
域
と
連
携
し
て
き
た
。
し

か
し
、
こ
れ
ま
で
の
よ
う
な
取
り
組
み

だ
け
で
本
当
に
、
若
者
の
流
出
や
高
齢

化
、
産
業
の
衰
退
と
い
っ
た
切
実
な
地

域
の
課
題
に
具
体
的
な
解
決
策
を
提
示

で
き
る
の
だ
ろ
う
か
？

　「
自
学
の
特
色
を
生
か
し
て
地
域
の

課
題
に
コ
ミ
ッ
ト
」
で
き
る
か
ど
う
か

が
、
今
後
大
学
が
生
き
残
る
術
で
あ
る

と
同
時
に
、
地
域
の
持
続
可
能
性
を
高

め
る
と
言
え
る
の
で
は
な
い
か
。
地
方

の
大
学
に
限
ら
ず
、
都
心
部
の
大
学
に

お
い
て
も
、
本
特
集
が
社
会
の
一
員
と

し
て
、
大
学
の
役
割
や
機
能
の
再
定
義

に
つ
い
て
考
え
る
一
助
に
な
れ
ば
と
考

え
て
い
る
。

シナリオ
＃5～8

シナリオ
＃4

右は、「2040年に向け
た高等教育のグランド
デザイン」の議論の参
考用に文科省、日立京
大ラボ、京都大学ここ
ろの未来研究センター
が行ったA I による
2050年のシナリオの
シミュレーション結果を
８つのシナリオに収れ
んしたもの。このうち、
シナリオ１、２、３が地
方を含めた日本全体
の均衡ある発展につ
ながるという。

分岐点1
2027～

2028年ごろ

分岐点2
2034～

2035年ごろ



再
結
合
に
よ
る
「
創
造
」
で
す
。
蒸
気

機
関
が
発
明
さ
れ
た
と
き
、
そ
れ
を
馬

車
と
組
み
合
わ
せ
た
人
が
い
た
か
ら
、

鉄
道
や
車
が
生
ま
れ
ま
し
た
。
同
じ
よ

う
に
大
学
が
持
つ
技
術
や
知
見
は
、
そ

れ
単
独
で
は
影
響
力
が
小
さ
く
て
も
、

地
域
が
持
つ
リ
ソ
ー
ス
と
組
み
合
わ
せ

る
こ
と
に
よ
っ
て
大
き
な
価
値
を
生

み
、
社
会
を
変
え
る
力
を
持
ち
ま
す
。

地
域
の
変
化
を
ふ
ま
え
て
、
そ
の
背
景

に
応
じ
た
再
結
合
を
行
い
、「
富
」
を

創
造
す
る
。
こ
れ
を
私
は
「
地
域
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
」
と
呼
ん
で
い
ま
す
。

　
三
重
大
学
で
は
、
県
内
と
学
内
の
各

　「
第
４
次
産
業
革
命
」「
人
生
１
０
０
年

時
代
」な
ど
の
言
葉
に
表
さ
れ
る
よ
う

に
、
社
会
は
大
き
な
変
革
期
を
迎
え
て

い
ま
す
。私
た
ち
大
学
は
、こ
の
変
化
の

波
に
乗
り
切
れ
て
い
る
で
し
ょ
う
か
。

　
そ
も
そ
も
大
学
は
、
社
会
が
求
め
る

人
材
、
知
、
技
術
な
ど
を
、
世
の
中
の

先
頭
を
切
っ
て
生
み
出
し
て
い
く
場
所

で
あ
る
は
ず
で
す
。
過
去
を
振
り
返
る

と
大
学
は
、
明
治
期
は
近
代
化
を
担
う

中
核
人
材
や
シ
ス
テ
ム
を
、
戦
後
は
高

度
成
長
を
支
え
る
基
盤
人
材
や
生
産
技

術
を
つ
く
り
出
し
て
き
ま
し
た
。
し
か

し
、
成
熟
期
に
入
っ
た
現
在
の
社
会
が

大
学
に
求
め
て
い
る
も
の
は
、
こ
れ
ら

と
は
異
な
る
こ
と
を
、
ま
ず
は
受
け
止

め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
時
代
の
開
拓

が
大
学
の
本
分
で
あ
れ
ば
、
新
た
な
も

の
が
求
め
ら
れ
て
い
る
今
こ
そ
、
大
学

が
活
躍
す
べ
き
時
で
し
ょ
う
。

　
社
会
変
化
、
中
で
も
少
子
高
齢
化
、

産
業
の
衰
退
と
い
っ
た
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
な

課
題
は
、
す
で
に
地
方
で
端
的
に
表
出

し
て
い
ま
す
。
こ
う
し
た
、
社
会
変
化

が
色
濃
く
反
映
さ
れ
た
現
場
を
多
く
持

つ
こ
と
が
地
方
大
学
の
強
み
で
す
。
大

学
が
持
つ
知
見
を
投
入
す
る
こ
と
に
よ

り
、
現
場
に
ど
ん
な
化
学
反
応
を
起
こ

せ
る
か
。
社
会
変
化
を
捉
え
た
新
し
い

研
究
、
新
し
い
人
材
教
育
に
乗
り
出
す

き
っ
か
け
は
、
都
市
部
よ
り
地
方
の
ほ

う
が
は
る
か
に
多
い
は
ず
で
す
。

　
地
方
創
生
を
阻
む
最
大
の
ネ
ッ
ク

は
、地
域
の「
し
が
ら
み
」で
す
。
因
習
、

既
得
権
、
固
定
化
さ
れ
た
人
間
関
係
な

ど
が
、
新
た
な
挑
戦
を
多
々
阻
ん
で
き

ま
し
た
。
し
か
し
、
人
口
減
が
、
こ
う

し
た
し
が
ら
み
を
過
去
の
も
の
に
し
つ

つ
あ
り
ま
す
。
幸
い
に
も
こ
れ
ま
で
の

近
代
化
、
産
業
化
の
蓄
積
に
よ
り
、
イ

ン
フ
ラ
は
地
方
ま
で
行
き
渡
っ
て
お

り
、
個
人
や
小
規
模
集
団
で
も
活
躍
で

き
る
舞
台
は
整
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
よ

う
に
今
は
地
方
大
学
に
と
っ

て
、
新
し
い
こ
と
を
始
め
、

役
割
の
再
定
義
を
行
い
、
地

域
で
十
分
な
存
在
感
を
打
ち

出
せ
る
絶
好
の
機
会
な
の
で

す
。
あ
と
は
そ
れ
に
の
る
か

そ
る
か
で
し
ょ
う
。

　
で
は
、
地
方
大
学
の
地
域
連
携
は
ど

の
よ
う
に
変
わ
る
べ
き
で
し
ょ
う
か
。

従
来
型
の
地
域
連
携
は
、「
対
策
」「
再

生
」
を
目
的
と
し
た
も
の
で
し
た
。
学

生
を
高
齢
者
の
住
む
農
村
部
に
派
遣
し

た
り
、商
店
街
の
振
興
策
を
考
え
た
り
。

学
生
の
教
育
に
は
効
果
が
あ
っ
た
と
し

て
も
、
地
域
の
発
展
と
い
う
点
で
は
マ

イ
ナ
ス
を
ゼ
ロ
に
戻
す
ま
で
で
、
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
に
は
つ
な
が
り
ま
せ
ん
。

　
対
し
て
私
が
提
案
す
る
こ
れ
か
ら
の

地
域
連
携
は
、
地
域
と
大
学
の
資
源
の

地
域
な
ら
で
は
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
で

地
方
発
の「
逆
明
治
維
新
」
を
起
こ
そ
う
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取材・文／児山雄介　撮影／加納将人

にしむらのりひろ●三重県南伊勢町（旧南島
町）出身。1987年筑波大学農林学類生物応
用化学主専攻卒業、1995年博士（農学）取
得。（株）神戸製鋼所研究員、（株）ジェネティック
ラボ代表取締役社長などを経て、2004年に三
重大学に着任。2013
年副学長就任、2016
年より現職。文部科学
省地域イノベーション推
進委員会委員。

特集●これからの地域連携

三重大学  副学長（社会連携担当）
大学院地域イノベーション学研究科教授

西村訓弘

こ
れ
か
ら
の
地
域
連
携

時
代
の
変
化
が
表
出
す
る

地
方
は
チ
ャ
ン
ス
の
宝
庫

対
症
療
法
か
ら

富
を
創
造
す
る
連
携
へ

「
21
世
紀
へ
の
適
応
モ
デ
ル
は
、20
世
紀
モ
デ
ル
に
よ
り
衰
退
し
た
地
域
か
ら
生
ま
れ
る
」と
語
る
西
村
教
授
。

地
方
大
学
だ
か
ら
こ
そ
先
陣
を
切
っ
て
実
現
し
得
る
、新
た
な
地
域
連
携
の
あ
り
方
を
示
す
。

大学が地域課題にコミットするための5つのSTEP

資
源
を
新
た
な
形
で
組
み
合
わ
せ
る
こ

と
で
、
地
場
産
業
の
「
第
二
創
業
」
に

取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
例
え
ば
本
学
の

地
域
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
学
研
究
科
に
社

会
人
入
学
し
た
老
舗
企
業
の
後
継
経
営

者
。
彼
は
Ａ
Ｉ
を
事
業
に
組
み
込
ん
で

顧
客
動
向
の
予
測
シ
ス
テ
ム
を
開
発
、

今
で
は
そ
れ
を
他
社
に
も
販
売
し
て
い

ま
す
。
あ
る
い
は
新
規
農
業
法
人
。
本

学
が
老
舗
製
油
会
社
と
引
き
合
わ
せ
た

結
果
、
製
油
工
場
の
排
熱
を
利
用
し
、

1
5
0
0
万
円
／
反
と
い
う
超
高
収
益

農
業
を
実
現
し
て
い
ま
す
。
三
重
県
各

地
で
今
、
大
小
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
が

起
き
て
い
る
の
で
す
。

　
地
域
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
で
求
め
ら
れ

る
の
は
「
指
導
」
で
は
な
く
「
対
話
」。

地
域
の
相
談
相
手
に
な
る
こ
と
だ
と
考

え
ま
す
。
そ
こ
で
何
ら
か
の
知
見
が
求

め
ら
れ
た
際
に
、
わ
れ
わ
れ
大
学
は
開

発
や
共
同
研
究
で
サ
ポ
ー
ト
を
し
た

り
、
地
域
内
の
他
の
リ
ソ
ー
ス
と
の
結

合
を
提
案
し
た
り
す
る
。
ク
リ
エ
イ
ト

自
体
は
現
場
に
任
せ
、
大
学
は
プ
ロ

デ
ュ
ー
サ
ー
の
役
割
を
果
た
し
ま
す
。

　
そ
の
た
め
に
大
学
は
、
地
域
の
資
源

や
事
情
と
学
内
の
資
源
の
両
方
を
把
握

し
、
地
域
の
中
核
人
材
が
集
ま
る
ハ
ブ

に
な
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
そ
の
う
え

で
社
会
を
読
み
、
変
化
を
読
み
、
各
資

源
の
最
適
な
組
み
合
わ
せ
を
提
案
す

る
。
経
験
上
、
大
学
に
こ
う
し
た
プ
ロ

デ
ュ
ー
サ
ー
役
が
い
れ
ば
、
分
野
を
問

わ
ず
、
ど
の
教
員
も
地
域
に
活
躍
の
場

を
持
つ
こ
と
が
で
き
ま
す
。
教
室
や
学

会
に
加
え
、
地
域
と
い
う
場
で
も
自
学

の
財
産
を
輝
か
せ
ら
れ
る
わ
け
で
す
。

　
今
、
地
方
が
め
ざ
す
べ
き
は
、「
逆

明
治
維
新
」
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

中
央
に
倣
っ
て
、
中
央
の
劣
化
版
に
な

る
の
で
は
な
く
、
地
域
が
自
立
し
て
富

を
生
み
出
す
。そ
の
中
で
地
方
大
学
は
、

さ
な
が
ら
江
戸
時
代
の
藩
校
の
よ
う

に
、地
域
を
担
う
中
核
人
材
が
集
ま
り
、

議
論
し
、
学
ぶ
場
と
し
て
、
維
新
を
け

ん
引
す
る
役
割
を
担
い
ま
す
。

　
成
果
は
そ
の
ま
ま
、
ア
ジ
ア
諸
国
へ

の
提
言
に
な
り
ま
す
。
急
成
長
と
少
子

高
齢
化
が
予
測
さ
れ
て
い
る
ア
ジ
ア
諸

国
は
、
日
本
の
地
方
と
近
し
い
未
来
を

迎
え
る
は
ず
だ
か
ら
で
す
。
私
た
ち
地

方
大
学
は
、自
学
の
地
域
の
み
な
ら
ず
、

世
界
に
通
じ
る
先
進
モ
デ
ル
社
会
を
つ

く
っ
て
い
る
と
も
言
え
る
の
で
す
。

世
界
に
通
用
す
る

次
代
の
モ
デ
ル
を
つ
く
る

時代の変化を
直視する

地域の資源を
知る

1 2 3 4 5
自学の資源を

知る
大学を地域の
たまり場に

リソースを利活用
する機能を持つ

〜
地
域
課
題
に
コ
ミ
ッ
ト
す
る
地
方
大
学

O P I N I O N

「今までのやり方は、
これからの時代には
通用しない」と認識
することがまず重要。
取り組もうとしている
ことが、新しい時代に
即しているかを想像
する力も求められる。

地域にとって「敷居が
高い存在」から「地域
の特徴や課題を熟知
した身近な存在」へ。
地域を教育・研究の
テーマとして捉えて
観察し、埋もれている
資源を知る。

他のセクターと比べ
ると、実は大学は、人
も金も十分なストック
を持つ、圧倒的に安
定した組織。
学内の研 究 成 果や
知見等を把握し、地
域活用の視点から捉
え直す。

地域を支える人たち
が集まる場、ネットワー
クの「ハブ」にあたる
存在に。
大 学の存 在 価 値が
増すだけでなく、集
まった人同士で思わ
ぬ化学変化が起きる
可能性もある。

各教員の研究資産や
能力を適切に生かせ
るよう、アレンジメントす
る機能が求められる。
これからの社会を想像
し、地 域と学 内 のリ
ソースの利活用、再結
合を提案する。

※三重大学での取り組みの詳細は、Ｐ.18から紹介しています。
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　「
2
0
4
0
年
に
向
け
た
高
等
教
育

の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
（
答
申
）」（
以

下
、
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
）
は
、
人
口

が
減
少
し
、
先
々
の
社
会
の
姿
が
予
測

不
可
能
な
時
代
に
お
い
て
、
将
来
も
持

続
可
能
な
大
学
の
あ
り
方
を
描
い
た
も

の
だ
と
言
え
ま
す
。

　【
図
表
１
】
に
、
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ

ン
の
概
要
を
ま
と
め
て
い
ま
す
。
大
き

く
分
け
る
と
、「
め
ざ
す
べ
き
姿
」「
組

織
変
革
の
促
進
」「
教
学
改
革
の
推
進
」

「
経
営
改
革
の
支
援
」「
課
題
の
提
示
」

の
５
項
目
で
構
成
さ
れ
て
い
ま
す
。

　「
め
ざ
す
べ
き
姿
」
で
は
、
高
等
教

育
を
「
学
修
者
本
位
の
教
育
」
に
転
換

す
る
こ
と
が
強
く
求
め
ら
れ
て
い
ま

す
。
こ
れ
か
ら
の
時
代
に
は
、
社
会
の

変
化
に
対
応
し
つ
つ
社
会
を
積
極
的
に

支
え
、
よ
り
よ
く
し
て
い
く
人
材
が
必

要
で
、
そ
の
育
成
に
は
教
育
の
質
的
転

換
が
欠
か
せ
な
い
か
ら
で
す
。

　
加
え
て
、
社
会
に
お
け
る
大
学
の
位

置
付
け
を
「
知
と
人
材
の
集
積
拠
点
」

へ
と
発
展
さ
せ
る
必
要
性
に
つ
い
て
も

触
れ
て
い
ま
す
。
18
歳
人
口
の
減
少
が

急
速
に
進
む
地
方
に
お
い
て
大
学
が
生

き
残
る
に
は
、
地
域
と
共
存
共
栄
の
関

係
を
築
き
、「
地
域
で
暮
ら
し
、
学
ぶ
」

こ
と
を
積
極
的
に
選
択
す
る
若
者
を
増

や
す
必
要
が
あ
る
か
ら
で
す
。

　「
組
織
変
革
の
促
進
」
で
は
大
学
に
、

多
様
性
と
柔
軟
性
を
持
っ
た
組
織
へ
の

変
革
を
求
め
て
い
ま
す
。
変
化
の
激
し

い
時
代
に
改
革
を
進
め
る
に
は
、
組
織

そ
の
も
の
が
変
化
へ
の
対
応
力
を
持
つ

こ
と
が
大
切
で
す
。
そ
の
た
め
に
は
ま

ず
、
組
織
の
中
の
こ
れ
ま
で
の〝
当
た

り
前
〞を
思
い
切
っ
て
見
直
す
こ
と
も

必
要
で
し
ょ
う
。

　「
教
学
改
革
の
推
進
」
と
「
経
営
改

革
の
支
援
」
は
、「
め
ざ
す
べ
き
姿
」

の
実
現
に
向
け
て
の
方
策
を
ま
と
め
た

も
の
で
す
。「
課
題
の
提
示
」
で
は
、

各
学
校
種
特
有
の
課
題
に
加
え
、
社
会

の
理
解
と
支
援
を
得
る
必
要
性
な
ど
が

述
べ
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
の
内
容
を
ふ
ま

え
る
と
、「
人
材
育
成
」
と
「
地
域
貢
献
」

に
お
け
る
機
能
強
化
が
大
学
の
持
続
可

能
性
を
高
め
る
キ
ー
だ
と
言
え
ま
す
。

　
で
は
、
こ
れ
ら
の
機
能
強
化
を
ど
う

進
め
る
と
よ
い
の
で
し
ょ
う
か
。
ポ
イ

ン
ト
は
、「
教
育
の
質
保
証
」、「
地
域

連
携
」、「
規
模
の
適
正
化
」の
３
つ
で
す
。

　
ポ
イ
ン
ト
の
１
つ
目
、
教
育
の
質
保

証
に
つ
い
て
は
、
次
の
３
点
が
具
体
的

な
方
策
と
し
て
示
さ
れ
て
い
ま
す
。

①
全
学
的
な
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
確
立

②
学
修
成
果
の
可
視
化
と
情
報
公
表
の

促
進

人
口
減
少
社
会
に
お
け
る

持
続
可
能
な
大
学
の
将
来
像

から読み解く
大学の持続可能性

「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン」概要
～学修者本位の教育への転換と、そのための組織、教学、経営改革

特集●これからの地域連携

少子高齢化が進む日本の社会において、
求められ、生き残る大学とはどのようなものか。
「２０４０年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」から、
持続可能な大学の将来像を読み解く。

政策動向 1

　
こ
の
よ
う
に
高
等
教
育
の
将
来
像

は
、
地
域
連
携
と
密
接
な
関
係
が
あ
り

ま
す
。
で
は
、地
方
創
生
の
視
点
か
ら
、

「
こ
れ
か
ら
の
地
域
連
携
」
に
ど
の
よ

う
な
形
が
求
め
ら
れ
る
の
で
し
ょ
う

か
。【
図
表
３
】に
、「
こ
れ
ま
で
」と「
こ

れ
か
ら
」
の
連
携
の
形
を
ま
と
め
て
い

ま
す
。

　
こ
れ
ま
で
は
、
地
域
か
ら
す
る
と
大

学
は
、「
ど
こ
に
相
談
し
て
よ
い
か
わ

か
ら
な
い
」「
ど
ん
な
資
源
が
あ
る
の

か
、
何
が
で
き
る
の
か
わ
か
ら
な
い
」

存
在
だ
っ
た
と
の
声
を
聞
く
こ
と
が
あ

り
ま
す
。
そ
も
そ
も
地
域
と
い
う
狭
い

世
界
の
中
で
、
課
題
を
解
決
す
る
側
、

さ
れ
る
側
と
し
て
向
き
合
う
こ
と
自
体

に
無
理
が
あ
る
の
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

　
そ
こ
で
こ
れ
か
ら
は
、
大
学
も
地
域

の
一
構
成
員
と
し
て
、
地
域
の
課
題
解

決
の
当
事
者
と
な
る
連
携
が
求
め
ら
れ

る
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。つ
ま
り
、

お
互
い
の
関
係
性
を
よ
く
す
る
た
め
の

連
携
か
ら
、
地
域
の
め
ざ
す
将
来
像
に

向
か
っ
て
各
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
が
共

に
資
源
を
持
ち
寄
っ
て
取
り
組
む
連
携

へ
と
変
え
る
必
要
が
あ
る
の
で
す
。

　
こ
れ
か
ら
地
域
連
携
を
進
め
る
に
あ

た
り
、
取
り
組
む
べ
き
課
題
を
整
理
し

た
の
が
【
図
表
４
】
で
す
。

　
ま
ず
は
「
地
域
の
将
来
像
」
で
す
。

未
来
の
コ
ン
セ
プ
ト
を
つ
く
り
上
げ
る

に
は
、
対
話
を
行
う
場
所
と
、
コ
ン
セ

プ
ト
ワ
ー
ク
を
リ
ー
ド
す
る
人
が
必
要

に
な
り
ま
す
。
対
話
に
適
し
た
施
設
を

有
す
る
大
学
、
社
会
科
学
系
に
強
み
を

持
つ
大
学
な
ど
が
、
活
動
を
リ
ー
ド
す

る
こ
と
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

　
次
に
、「
地
域
の
活
性
化
」
で
す
。

こ
れ
は
ま
ち
に
〝
に
ぎ
わ
い
〞
を
取
り

戻
す
活
動
で
す
。
地
元
就
職
者
の
割
合

が
高
い
大
学
は
、
活
動
そ
の
も
の
が

キ
ャ
リ
ア
教
育
に
も
な
る
た
め
、
積
極

的
に
取
り
組
み
た
い
課
題
で
す
。

　
最
後
は
、「
地
域
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
」

で
す
。
こ
れ
は
、地
域
に
産
業
を
興
す
、

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
挑
戦
す
る
企
業

や
人
材
を
育
成
す
る
取
り
組
み
で
す
。

理
工
系
に
強
み
を
持
つ
大
学
だ
け
で
な

く
、
人
材
育
成
や
社
会
実
装
で
は
人
文

社
会
系
の
教
育
研
究
成
果
が
大
い
に
求

め
ら
れ
ま
す
。
い
ず
れ
に
せ
よ
、
各
大

学
が
そ
れ
ぞ
れ
の
強
み
を
生
か
す
こ
と

が
大
切
で
す
。

　
さ
て
、
今
の
時
代
、
地
域
の
課
題
と

い
え
ど
も
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
波
を
無

視
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。よ
っ
て
、

〝
世
界
の
中
の
地
域
〞
と
い
う
視
点
も

重
要
で
す
。「
開
か
れ
た
連
携
」
が
地

域
と
大
学
の
持
続
可
能
性
を
高
め
る
と

言
っ
て
も
過
言
で
は
な
い
で
し
ょ
う
。

③
教
育
の
質
保
証
シ
ス
テ
ム
の
確
立

　
①
の
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
と
②
の
学

修
成
果
の
可
視
化
や
情
報
公
表
に
つ
い

て
は
、
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
特
別
委
員

会
で
議
論
し
、
指
針
案
と
省
令
改
正
案

を
２
０
１
９
年
度
中
に
提
示
す
る
予
定

で
す
。③
の
教
育
の
質
保
証
シ
ス
テ
ム

の
確
立
に
つ
い
て
は
、
２
０
１
９
年
度

内
に
質
保
証
シ
ス
テ
ム
部
会
で
設
置
基

準
や
認
証
評
価
の
見
直
し
を
進
め
る
予

定
で
す
。
他
に
も
、
学
生
が
在
学
中
に

身
に
付
け
た
能
力
や
付
加
価
値
の
見
え

る
化
を
目
的
と
し
た
学
生
調
査
の
試
行

が
２
０
１
９
年
度
に
予
定
さ
れ
て
い
ま

す
。
ま
ず
は
、
こ
れ
ら
の
動
向
を
ま
め

に
学
内
で
共
有
し
、
後
手
に
回
ら
な
い

よ
う
に
対
応
策
の
準
備
を
進
め
る
必
要

が
あ
る
で
し
ょ
う
。

　
教
育
の
質
保
証
に
取
り
組
む
際
に

は
、
全
学
体
制
を
組
む
こ
と
が
重
要
で

す
。
な
ぜ
な
ら
、
各
大
学
の
教
育
理
念

に
基
づ
く「
３
つ
の
方
針（
Ａ
Ｐ・Ｃ
Ｐ・

Ｄ
Ｐ
）」
が
質
保
証
の
ベ
ー
ス
だ
か
ら

で
す
。
そ
の
た
め
学
部
内
で
完
結
さ
せ

ず
に
、
デ
ー
タ
を
全
学
的
に
共
有
し
活

用
し
た
り
、
高
校
や
社
会
と
の
連
続
性

に
配
慮
し
た
り
と
い
っ
た
「
開
か
れ
た

質
保
証
」
を
め
ざ
す
べ
き
で
し
ょ
う
。

　
そ
の
実
現
に
は
、
学
内
の
誰
も
が
ア

ク
セ
ス
で
き
、
自
分
の
仕
事
に
デ
ー
タ

を
活
用
で
き
る
〝
み
ん
な
の
I
R
〞
体

制
の
構
築
も
欠
か
せ
ま
せ
ん
。
質
保
証

と
併
せ
て
検
討
し
た
い
課
題
で
す
。

　
ポ
イ
ン
ト
の
３
つ
目
は
規
模
の
適
正

化
で
す
。
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
で
は
こ

の
問
題
に
つ
い
て
、
教
育
の
質
保
証
、

社
会
人
や
留
学
生
の
受
け
入
れ
、
地
域

の
大
学
進
学
者
数
の
将
来
推
計
な
ど
を

考
慮
し
な
が
ら
、
各
大
学
で
答
え
を
出

す
こ
と
を
求
め
て
い
ま
す
。

　【
図
表
２
】
は
、
中
央
教
育
審
議
会

将
来
構
想
部
会
で
示
さ
れ
た
地
域
の
将

来
推
計
デ
ー
タ
を
一
部
抜
粋
し
た
も
の

で
す
。
地
域
ご
と
に
、
２
０
３
３
年
度

に
お
け
る
大
学
進
学
者
数
と
入
学
者
数

の
推
計
値
を
算
出
し
、
２
０
１
６
年
度

の
入
学
定
員
を
用
い
て
、
進
学
者
収
容

力
、定
員
充
足
率
を
計
算
し
て
い
ま
す
。

　
進
学
者
収
容
力
推
計
か
ら
は
、
地
域

の
大
学
進
学
者
数
に
対
し
て
地
域
の
入

学
定
員
が
多
い
の
か
少
な
い
の
か
が
、

定
員
充
足
率
推
計
か
ら
は
、
18
歳
人
口

減
少
に
対
す
る
規
模
の
適
正
化
を
ど
れ

く
ら
い
の
水
準
で
考
え
る
必
要
が
あ
る

か
が
、
学
問
分
野
別
に
わ
か
り
ま
す
。

　
規
模
の
適
正
化
の
検
討
を
先
送
り
に

す
る
と
、
18
歳
人
口
の
減
少
に
あ
わ
せ

て
、
縮
小
均
衡
で
定
員
を
減
ら
さ
ざ
る

を
得
な
く
な
り
ま
す
。
教
育
の
質
保
証

や
地
域
連
携
に
お
け
る
改
革
の
推
進
と

併
せ
て
規
模
の
問
題
に
つ
い
て
も
議
論

す
る
こ
と
が
、
戦
略
的
か
つ
効
果
的
な

施
策
に
つ
な
が
り
ま
す
。

　
ポ
イ
ン
ト
の
２
つ
目
は
、
地
域
連
携

で
す
。
地
域
の
若
者
が
地
域
の
高
等
教

育
に
ア
ク
セ
ス
で
き
る
状
態
が
確
保
さ

れ
て
い
る
こ
と
は
、
国
の
最
重
要
課
題

で
あ
る
「
地
方
創
生
」
に
と
っ
て
欠
か

せ
な
い
も
の
で
す
。
し
か
し
、
18
歳
人

口
の
減
少
が
急
速
に
進
む
中
、
そ
の
状

態
を
維
持
し
続
け
る
に
は
、
こ
れ
ま
で

以
上
に
地
域
の
関
係
者
が
連
携
し
て
、

地
域
の
将
来
像
を
地
域
の
若
者
に
魅
力

的
に
語
り
、「
地
域
で
学
び
、
地
域
で

生
き
て
い
く
」
こ
と
の
価
値
を
伝
え
る

必
要
が
あ
る
で
し
ょ
う
。
も
と
よ
り
、

多
く
の
地
方
大
学
が
そ
の
地
域
で
生
き

残
る
に
は
、
地
元
の
高
校
生
か
ら
選
ば

れ
る
こ
と
が
不
可
欠
で
す
。

　
地
域
の
将
来
像
は
一
大
学
だ
け
で
決

め
ら
れ
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
自

治
体
、地
元
の
産
業
界
、住
民
、小
中
高
、

そ
し
て
大
学
が
そ
れ
ぞ
れ
地
域
の
発
展

に
関
わ
る
当
事
者
と
し
て
議
論
し
、
描

く
必
要
が
あ
り
ま
す
。
そ
の
検
討
の
会

議
体
と
し
て
活
用
し
た
い
の
が
、
グ
ラ

ン
ド
デ
ザ
イ
ン
で
示
さ
れ
た
「
地
域
連

携
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム（
仮
称
）」で
す
。

　
今
、大
学
に
求
め
ら
れ
て
い
る
の
は
、

地
域
の
各
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
と
共
に

持
続
可
能
な
将
来
像
を
描
き
、
そ
の
実

現
を
め
ざ
す
、
地
域
連
携
の
実
質
化
な

の
で
す
。

（株）進研アド  Between編集長

中村浩二
なかむらこうじ●1990年（株）福
武書店（現ベネッセコーポレーショ
ン）に入社。高校事業部にて高校の
教育改革支援に携わった後、（株）
進研アド九州支社勤務を経て現職。

章

2040年の展望と
高等教育が目指すべき姿
－学修者本位の教育への転換－

教育研究体制
－多様性と柔軟性の確保－

教育の質の保証と情報公表
－「学び」の質保証の再構築－

18歳人口の減少を踏まえた
高等教育機関の規模や
地域配置
－あらゆる世代が学ぶ「知の基盤」－

各高等教育機関の役割等
－多様な機関による多様な教育の提供－

高等教育を支える投資
－コストの可視化とあらゆる
  セクターからの支援の拡充－

今後の検討課題

要点構成 大学に求められていること

▶「何を学び、身に付けることができたのか」を中軸に据えた教育に転換すること
▶個々人の学修成果の可視化に取り組むこと

▶「人材育成と研究活動」に加えて、「新たな社会・経済システム等の提案」を行うこと
▶社会へ提案することを通して、社会からの評価と支援を得る好循環を確立すること

▶18歳で入学してくる日本人学生を中心とした教育体制から脱却すること（リカレ
ント教育、留学生交流の推進など）

▶初等中等教育との接続をふまえた教育の見直しや、文理横断、学修の幅を広げ
る教育など、時代の変化に応じて迅速かつ柔軟なプログラム編成を行うこと

▶国が制度を整える「大学の内外から人材や資源を結集できるしくみ」を活用して、
教学改革やガバナンス改革を進めること

▶「何を学び、身に付けることができるのかが明確になっているか、学んでいる学生
は成長しているのか、大学の個性を発揮できる多様で魅力的な教員組織・教育課
程があるか」といった教育の質の保証に取り組むこと
▶全学的な教学マネジメントの確立、学修成果の可視化と情報公表の促進、教育
の質保証システムの確立に取り組むこと

▶P.８【図表２】のような市場の将来推計データなどを活用しながら、社会から教育
の質を厳しく見られること、学生の多様性、国公私の役割などをふまえて「規模の適
正化」を検討すること

▶「地域連携プラットフォーム（仮称）」などの場で地域と共に地域の高等教育の
将来像を議論すること

▶各学校種特有の課題の解決に取り組むこと
▶機関間の接続を含めた流動性を高め、より多様なキャンパスを実現すること

▶教育・研究にかかるコストや社会的・経済的効果を可視化して、公表すること
▶公的支援も含めた高等教育に対する社会の負担への理解を促進すること

▶中央教育審議会での「設置基準等の質保証システム全体の見直し」や「教学
マネジメント指針の策定」に関する検討状況、国が行う「地域連携プラットフォーム

（仮称）」の立ち上げ等の制度改正の動きをキャッチしておくこと

「個々の教員の教育手法や研究中心」
から「学修者本位」へと教育を転換

「知識の共通基盤」から
「知と人材の集積拠点」へと社会との
関係を発展

多様な学生

多様な教員

多様で柔軟な教育プログラム

多様性を受け止める柔軟なガバナンス

大学の多様な「強み」の強化

「学修者本位の教育」の質を
保証するしくみの構築

18歳人口減少をふまえた
規模の適正化

地域で高等教育の将来像を描く

高等教育機関が、広く公的・私的
セクターにより、社会の納得感を持って
支えられるために必要なこと

専門職大学・専門職短期大学、
短期大学、高等専門学校、専門学校、
大学院の検討課題

中教審や国で引き続き検討を行う事項

＊文部科学省中央教育審議会「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」（2018年11月26日）をもとに編集部にて作成  

▶大学として中軸となる「強み」や「特色」をより明確にしていくこと

▶多様なバックグラウンドを持つ教員の採用などに取り組むこと

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

Ⅵ

Ⅶ

【図表1】

め
ざ
す
べ
き
姿

組
織
変
革
の
促
進

教
学
改
革
の
推
進

経
営
改
革
の
支
援

課
題
の
提
示

グランドデザイン
質保証 地域連携 適正規模

「
教
育
の
質
保
証
」は

全
学
体
制
で
取
り
組
む
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項目地域 人文科学 社会科学 理学 工学 農学 保健 教育 その他

　「
2
0
4
0
年
に
向
け
た
高
等
教
育

の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
（
答
申
）」（
以

下
、
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
）
は
、
人
口

が
減
少
し
、
先
々
の
社
会
の
姿
が
予
測

不
可
能
な
時
代
に
お
い
て
、
将
来
も
持

続
可
能
な
大
学
の
あ
り
方
を
描
い
た
も

の
だ
と
言
え
ま
す
。

　【
図
表
１
】
に
、
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ

ン
の
概
要
を
ま
と
め
て
い
ま
す
。
大
き

く
分
け
る
と
、「
め
ざ
す
べ
き
姿
」「
組

織
変
革
の
促
進
」「
教
学
改
革
の
推
進
」

「
経
営
改
革
の
支
援
」「
課
題
の
提
示
」

の
５
項
目
で
構
成
さ
れ
て
い
ま
す
。

　「
め
ざ
す
べ
き
姿
」
で
は
、
高
等
教

育
を
「
学
修
者
本
位
の
教
育
」
に
転
換

す
る
こ
と
が
強
く
求
め
ら
れ
て
い
ま

す
。
こ
れ
か
ら
の
時
代
に
は
、
社
会
の

変
化
に
対
応
し
つ
つ
社
会
を
積
極
的
に

支
え
、
よ
り
よ
く
し
て
い
く
人
材
が
必

要
で
、
そ
の
育
成
に
は
教
育
の
質
的
転

換
が
欠
か
せ
な
い
か
ら
で
す
。

　
加
え
て
、
社
会
に
お
け
る
大
学
の
位

置
付
け
を
「
知
と
人
材
の
集
積
拠
点
」

へ
と
発
展
さ
せ
る
必
要
性
に
つ
い
て
も

触
れ
て
い
ま
す
。
18
歳
人
口
の
減
少
が

急
速
に
進
む
地
方
に
お
い
て
大
学
が
生

き
残
る
に
は
、
地
域
と
共
存
共
栄
の
関

係
を
築
き
、「
地
域
で
暮
ら
し
、
学
ぶ
」

こ
と
を
積
極
的
に
選
択
す
る
若
者
を
増

や
す
必
要
が
あ
る
か
ら
で
す
。

　「
組
織
変
革
の
促
進
」
で
は
大
学
に
、

多
様
性
と
柔
軟
性
を
持
っ
た
組
織
へ
の

変
革
を
求
め
て
い
ま
す
。
変
化
の
激
し

い
時
代
に
改
革
を
進
め
る
に
は
、
組
織

そ
の
も
の
が
変
化
へ
の
対
応
力
を
持
つ

こ
と
が
大
切
で
す
。
そ
の
た
め
に
は
ま

ず
、
組
織
の
中
の
こ
れ
ま
で
の〝
当
た

り
前
〞を
思
い
切
っ
て
見
直
す
こ
と
も

必
要
で
し
ょ
う
。

　「
教
学
改
革
の
推
進
」
と
「
経
営
改

革
の
支
援
」
は
、「
め
ざ
す
べ
き
姿
」

の
実
現
に
向
け
て
の
方
策
を
ま
と
め
た

も
の
で
す
。「
課
題
の
提
示
」
で
は
、

各
学
校
種
特
有
の
課
題
に
加
え
、
社
会

の
理
解
と
支
援
を
得
る
必
要
性
な
ど
が

述
べ
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
の
内
容
を
ふ
ま

え
る
と
、「
人
材
育
成
」
と
「
地
域
貢
献
」

に
お
け
る
機
能
強
化
が
大
学
の
持
続
可

能
性
を
高
め
る
キ
ー
だ
と
言
え
ま
す
。

　
で
は
、
こ
れ
ら
の
機
能
強
化
を
ど
う

進
め
る
と
よ
い
の
で
し
ょ
う
か
。
ポ
イ

ン
ト
は
、「
教
育
の
質
保
証
」、「
地
域

連
携
」、「
規
模
の
適
正
化
」の
３
つ
で
す
。

　
ポ
イ
ン
ト
の
１
つ
目
、
教
育
の
質
保

証
に
つ
い
て
は
、
次
の
３
点
が
具
体
的

な
方
策
と
し
て
示
さ
れ
て
い
ま
す
。

①
全
学
的
な
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
確
立

②
学
修
成
果
の
可
視
化
と
情
報
公
表
の

促
進

地域・学問分野別進学者収容力と定員充足率の将来推計
地域の募集マーケットは今後どうなる？

2033年度、大学進学率が現在と同様だった場合、進学者数や入学者数はどの程度変化するのか？
中教審が示した、地域ごと・学問分野ごとの推計を掲載する。
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特集●これからの地域連携

　
こ
の
よ
う
に
高
等
教
育
の
将
来
像

は
、
地
域
連
携
と
密
接
な
関
係
が
あ
り

ま
す
。
で
は
、地
方
創
生
の
視
点
か
ら
、

「
こ
れ
か
ら
の
地
域
連
携
」
に
ど
の
よ

う
な
形
が
求
め
ら
れ
る
の
で
し
ょ
う

か
。【
図
表
３
】に
、「
こ
れ
ま
で
」と「
こ

れ
か
ら
」
の
連
携
の
形
を
ま
と
め
て
い

ま
す
。

　
こ
れ
ま
で
は
、
地
域
か
ら
す
る
と
大

学
は
、「
ど
こ
に
相
談
し
て
よ
い
か
わ

か
ら
な
い
」「
ど
ん
な
資
源
が
あ
る
の

か
、
何
が
で
き
る
の
か
わ
か
ら
な
い
」

存
在
だ
っ
た
と
の
声
を
聞
く
こ
と
が
あ

り
ま
す
。
そ
も
そ
も
地
域
と
い
う
狭
い

世
界
の
中
で
、
課
題
を
解
決
す
る
側
、

さ
れ
る
側
と
し
て
向
き
合
う
こ
と
自
体

に
無
理
が
あ
る
の
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

　
そ
こ
で
こ
れ
か
ら
は
、
大
学
も
地
域

の
一
構
成
員
と
し
て
、
地
域
の
課
題
解

決
の
当
事
者
と
な
る
連
携
が
求
め
ら
れ

る
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。つ
ま
り
、

お
互
い
の
関
係
性
を
よ
く
す
る
た
め
の

連
携
か
ら
、
地
域
の
め
ざ
す
将
来
像
に

向
か
っ
て
各
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
が
共

に
資
源
を
持
ち
寄
っ
て
取
り
組
む
連
携

へ
と
変
え
る
必
要
が
あ
る
の
で
す
。

　
こ
れ
か
ら
地
域
連
携
を
進
め
る
に
あ

た
り
、
取
り
組
む
べ
き
課
題
を
整
理
し

た
の
が
【
図
表
４
】
で
す
。

　
ま
ず
は
「
地
域
の
将
来
像
」
で
す
。

未
来
の
コ
ン
セ
プ
ト
を
つ
く
り
上
げ
る

に
は
、
対
話
を
行
う
場
所
と
、
コ
ン
セ

プ
ト
ワ
ー
ク
を
リ
ー
ド
す
る
人
が
必
要

に
な
り
ま
す
。
対
話
に
適
し
た
施
設
を

有
す
る
大
学
、
社
会
科
学
系
に
強
み
を

持
つ
大
学
な
ど
が
、
活
動
を
リ
ー
ド
す

る
こ
と
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

　
次
に
、「
地
域
の
活
性
化
」
で
す
。

こ
れ
は
ま
ち
に
〝
に
ぎ
わ
い
〞
を
取
り

戻
す
活
動
で
す
。
地
元
就
職
者
の
割
合

が
高
い
大
学
は
、
活
動
そ
の
も
の
が

キ
ャ
リ
ア
教
育
に
も
な
る
た
め
、
積
極

的
に
取
り
組
み
た
い
課
題
で
す
。

　
最
後
は
、「
地
域
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
」

で
す
。
こ
れ
は
、地
域
に
産
業
を
興
す
、

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
挑
戦
す
る
企
業

や
人
材
を
育
成
す
る
取
り
組
み
で
す
。

理
工
系
に
強
み
を
持
つ
大
学
だ
け
で
な

く
、
人
材
育
成
や
社
会
実
装
で
は
人
文

社
会
系
の
教
育
研
究
成
果
が
大
い
に
求

め
ら
れ
ま
す
。
い
ず
れ
に
せ
よ
、
各
大

学
が
そ
れ
ぞ
れ
の
強
み
を
生
か
す
こ
と

が
大
切
で
す
。

　
さ
て
、
今
の
時
代
、
地
域
の
課
題
と

い
え
ど
も
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
波
を
無

視
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。よ
っ
て
、

〝
世
界
の
中
の
地
域
〞
と
い
う
視
点
も

重
要
で
す
。「
開
か
れ
た
連
携
」
が
地

域
と
大
学
の
持
続
可
能
性
を
高
め
る
と

言
っ
て
も
過
言
で
は
な
い
で
し
ょ
う
。

③
教
育
の
質
保
証
シ
ス
テ
ム
の
確
立

　
①
の
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
と
②
の
学

修
成
果
の
可
視
化
や
情
報
公
表
に
つ
い

て
は
、
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
特
別
委
員

会
で
議
論
し
、
指
針
案
と
省
令
改
正
案

を
２
０
１
９
年
度
中
に
提
示
す
る
予
定

で
す
。③
の
教
育
の
質
保
証
シ
ス
テ
ム

の
確
立
に
つ
い
て
は
、
２
０
１
９
年
度

内
に
質
保
証
シ
ス
テ
ム
部
会
で
設
置
基

準
や
認
証
評
価
の
見
直
し
を
進
め
る
予

定
で
す
。
他
に
も
、
学
生
が
在
学
中
に

身
に
付
け
た
能
力
や
付
加
価
値
の
見
え

る
化
を
目
的
と
し
た
学
生
調
査
の
試
行

が
２
０
１
９
年
度
に
予
定
さ
れ
て
い
ま

す
。
ま
ず
は
、
こ
れ
ら
の
動
向
を
ま
め

に
学
内
で
共
有
し
、
後
手
に
回
ら
な
い

よ
う
に
対
応
策
の
準
備
を
進
め
る
必
要

が
あ
る
で
し
ょ
う
。

　
教
育
の
質
保
証
に
取
り
組
む
際
に

は
、
全
学
体
制
を
組
む
こ
と
が
重
要
で

す
。
な
ぜ
な
ら
、
各
大
学
の
教
育
理
念

に
基
づ
く「
３
つ
の
方
針（
Ａ
Ｐ・Ｃ
Ｐ・

Ｄ
Ｐ
）」
が
質
保
証
の
ベ
ー
ス
だ
か
ら

で
す
。
そ
の
た
め
学
部
内
で
完
結
さ
せ

ず
に
、
デ
ー
タ
を
全
学
的
に
共
有
し
活

用
し
た
り
、
高
校
や
社
会
と
の
連
続
性

に
配
慮
し
た
り
と
い
っ
た
「
開
か
れ
た

質
保
証
」
を
め
ざ
す
べ
き
で
し
ょ
う
。

　
そ
の
実
現
に
は
、
学
内
の
誰
も
が
ア

ク
セ
ス
で
き
、
自
分
の
仕
事
に
デ
ー
タ

を
活
用
で
き
る
〝
み
ん
な
の
I
R
〞
体

制
の
構
築
も
欠
か
せ
ま
せ
ん
。
質
保
証

と
併
せ
て
検
討
し
た
い
課
題
で
す
。

　
ポ
イ
ン
ト
の
３
つ
目
は
規
模
の
適
正

化
で
す
。
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
で
は
こ

の
問
題
に
つ
い
て
、
教
育
の
質
保
証
、

社
会
人
や
留
学
生
の
受
け
入
れ
、
地
域

の
大
学
進
学
者
数
の
将
来
推
計
な
ど
を

考
慮
し
な
が
ら
、
各
大
学
で
答
え
を
出

す
こ
と
を
求
め
て
い
ま
す
。

　【
図
表
２
】
は
、
中
央
教
育
審
議
会

将
来
構
想
部
会
で
示
さ
れ
た
地
域
の
将

来
推
計
デ
ー
タ
を
一
部
抜
粋
し
た
も
の

で
す
。
地
域
ご
と
に
、
２
０
３
３
年
度

に
お
け
る
大
学
進
学
者
数
と
入
学
者
数

の
推
計
値
を
算
出
し
、
２
０
１
６
年
度

の
入
学
定
員
を
用
い
て
、
進
学
者
収
容

力
、定
員
充
足
率
を
計
算
し
て
い
ま
す
。

　
進
学
者
収
容
力
推
計
か
ら
は
、
地
域

の
大
学
進
学
者
数
に
対
し
て
地
域
の
入

学
定
員
が
多
い
の
か
少
な
い
の
か
が
、

定
員
充
足
率
推
計
か
ら
は
、
18
歳
人
口

減
少
に
対
す
る
規
模
の
適
正
化
を
ど
れ

く
ら
い
の
水
準
で
考
え
る
必
要
が
あ
る

か
が
、
学
問
分
野
別
に
わ
か
り
ま
す
。

　
規
模
の
適
正
化
の
検
討
を
先
送
り
に

す
る
と
、
18
歳
人
口
の
減
少
に
あ
わ
せ

て
、
縮
小
均
衡
で
定
員
を
減
ら
さ
ざ
る

を
得
な
く
な
り
ま
す
。
教
育
の
質
保
証

や
地
域
連
携
に
お
け
る
改
革
の
推
進
と

併
せ
て
規
模
の
問
題
に
つ
い
て
も
議
論

す
る
こ
と
が
、
戦
略
的
か
つ
効
果
的
な

施
策
に
つ
な
が
り
ま
す
。

　
ポ
イ
ン
ト
の
２
つ
目
は
、
地
域
連
携

で
す
。
地
域
の
若
者
が
地
域
の
高
等
教

育
に
ア
ク
セ
ス
で
き
る
状
態
が
確
保
さ

れ
て
い
る
こ
と
は
、
国
の
最
重
要
課
題

で
あ
る
「
地
方
創
生
」
に
と
っ
て
欠
か

せ
な
い
も
の
で
す
。
し
か
し
、
18
歳
人

口
の
減
少
が
急
速
に
進
む
中
、
そ
の
状

態
を
維
持
し
続
け
る
に
は
、
こ
れ
ま
で

以
上
に
地
域
の
関
係
者
が
連
携
し
て
、

地
域
の
将
来
像
を
地
域
の
若
者
に
魅
力

的
に
語
り
、「
地
域
で
学
び
、
地
域
で

生
き
て
い
く
」
こ
と
の
価
値
を
伝
え
る

必
要
が
あ
る
で
し
ょ
う
。
も
と
よ
り
、

多
く
の
地
方
大
学
が
そ
の
地
域
で
生
き

残
る
に
は
、
地
元
の
高
校
生
か
ら
選
ば

れ
る
こ
と
が
不
可
欠
で
す
。

　
地
域
の
将
来
像
は
一
大
学
だ
け
で
決

め
ら
れ
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
自

治
体
、地
元
の
産
業
界
、住
民
、小
中
高
、

そ
し
て
大
学
が
そ
れ
ぞ
れ
地
域
の
発
展

に
関
わ
る
当
事
者
と
し
て
議
論
し
、
描

く
必
要
が
あ
り
ま
す
。
そ
の
検
討
の
会

議
体
と
し
て
活
用
し
た
い
の
が
、
グ
ラ

ン
ド
デ
ザ
イ
ン
で
示
さ
れ
た
「
地
域
連

携
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム（
仮
称
）」で
す
。

　
今
、大
学
に
求
め
ら
れ
て
い
る
の
は
、

地
域
の
各
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
と
共
に

持
続
可
能
な
将
来
像
を
描
き
、
そ
の
実

現
を
め
ざ
す
、
地
域
連
携
の
実
質
化
な

の
で
す
。

＊文部科学省「高等教育に関する基礎データ（地域別・分野別）」（2017年10月4日将来構想部会配付資料）より抜粋　入学定員：各地域に所在する大学の2016年度入学定員（学部の所在地による。学部内の学科が
複数の分野や地域にまたがる場合は入学定員数の最も多い区分で集計）　進学者数推計：2015年の大学進学率と同率と仮定した場合の各地域に所在する高校等を卒業した者で全国いずれかの大学に進学した者の
数（２０３３年度）（国立教育政策研究所による推計を元に文部科学省作成）　入学者数推計：2015年の大学進学率と同率と仮定した場合の各地域に所在する大学に入学した者の数（２０３３年度）（国立教育政策研究
所による推計）　進学者収容力推計：進学者数推計に対する入学定員の割合　定員充足率推計：入学定員に対する入学者数推計の比率　入学定員、進学者数推計、入学者数の単位は人。進学者収容力推計、定員
充足率推計の単位は％　学問分野の「その他」には教養学、コミュニケーション学、デジタルメディア学、地域協働学等が含まれる

　　　各地域における合計の進学者収容力推計値を上回る分野……

　　　各地域における合計の定員充足率推計値を下回る分野………

入学定員

進学者数推計

入学者数推計

進学者収容力推計

定員充足率推計

入学定員

進学者数推計

入学者数推計

進学者収容力推計

定員充足率推計

入学定員

進学者数推計

入学者数推計

進学者収容力推計

定員充足率推計

入学定員

進学者数推計

入学者数推計

進学者収容力推計

定員充足率推計

入学定員

進学者数推計

入学者数推計

進学者収容力推計

定員充足率推計

入学定員

進学者数推計

入学者数推計

進学者収容力推計

定員充足率推計

315

1,091

263

28.9

83.6

7,565

8,392

6,728

90.2

88.9

22,009

14,013

18,363

157.1

83.4

3,284

3,645

2,538

90.1

77.3

855

1,581

609

54.1

71.3

5,772

7,052

5,303

81.9

91.9

1,535

2,779

1,208

55.2

78.7

14,492

15,590

12,333

93.0

85.1

41,517

28,388

35,236

146.3

84.9

5,968

7,120

5,048

83.8

84.6

2,955

4,216

2,294

70.1

77.6

15,389

16,283

13,450

94.5

87.4

390

251

301

155.6

77.1

600

1,017

514

59.0

85.7

1,857

1,327

1,585

139.9

85.4

1,565

969

1,345

161.5

85.9

465

352

389

132.3

83.6

1,092

1,324

1,006

82.5

92.1

2,230

1,457

1,901

153.1

85.3

6,850

8,366

6,098

81.9

89.0

10,567

8,904

8,973

118.7

84.9

4,390

3,433

3,777

127.9

86.0

1,150

1,367

923

84.1

80.3

9,260

8,235

8,371

112.4

90.4

215

222

185

96.9

86.0

1,615

1,713

1,387

94.3

85.9

2,005

2,122

1,778

94.5

88.7

940

715

817

131.6

86.9

320

320

268

100.0

83.7

1,504

1,367

1,351

110.0

89.8

1,723

1,157

1,223

149.0

71.0

6,171

6,170

5,438

100.0

88.1

11,546

9,235

9,439

125.0

81.8

5,186

4,110

4,281

126.2

82.5

1,652

1,514

1,252

109.1

75.8

6,977

6,979

6,253

100.0

89.6

350

628

289

55.8

82.6

4,115

4,110

3,598

100.1

87.4

7,343

5,585

6,102

131.5

83.1

2,568

2,302

2,247

111.5

87.5

660

886

560

74.5

84.8

2,675

3,214

2,449

83.2

91.5

3,534

3,106

2,841

113.8

80.4

14,495

15,345

12,333

94.5

85.1

25,530

18,713

20,924

136.4

82.0

5,768

5,439

4,660

106.0

80.8

2,525

2,637

2,007

95.7

79.5

7,055

9,203

6,374

76.7

90.4

九州

四国

中国

近畿

東海

北陸
富山
石川
福井

岐阜
静岡
愛知
三重

滋賀
京都
大阪
兵庫
奈良

和歌山

鳥取
島根
岡山
広島
山口

香川
徳島
愛媛
高知

福岡
佐賀
大分
長崎
熊本
宮崎

鹿児島
沖縄

項目地域 人文科学 社会科学 理学 工学 農学 保健 教育 その他

入学定員

進学者数推計

入学者数推計

進学者収容力推計

定員充足率推計

入学定員

進学者数推計

入学者数推計

進学者収容力推計

定員充足率推計

入学定員

進学者数推計

入学者数推計

進学者収容力推計

定員充足率推計

入学定員

進学者数推計

入学者数推計

進学者収容力推計

定員充足率推計

入学定員

進学者数推計

入学者数推計

進学者収容力推計

定員充足率推計

1,548

1,806

1,054

85.7

68.1

1,605

2,653

1,299

60.5

80.9

1,305

3,114

1,144

41.9

87.7

35,130

24,801

33,307

141.6

94.8

1,390

2,152

1,200

64.6

86.3

4,098

4,236

3,201

96.7

78.1

4,635

6,149

3,464

75.4

74.7

5,160

7,363

4,284

70.1

83.0

79,777

56,292

76,498

141.7

95.9

2,525

4,807

2,127

52.5

84.3

140

149

115

93.8

82.4

509

424

385

120.0

75.7

431

502

375

85.9

87.0

4,191

3,737

4,067

112.1

97.0

575

503

476

114.4

82.7

1,962

1,322

1,532

148.4

78.1

5,120

3,692

4,027

138.7

78.7

2,277

3,210

1,828

70.9

80.3

20,538

15,752

19,925

130.4

97.0

1,810

1,986

1,479

91.1

81.7

1,300

560

1,140

232.2

87.7

1,025

782

800

131.1

78.1

560

691

479

81.0

85.5

4,860

4,555

4,806

106.7

98.9

605

488

515

124.0

85.2

2,214

1,929

1,707

114.8

77.1

4,172

3,376

2,954

123.6

70.8

3,443

3,546

2,962

97.1

86.0

19,406

15,401

18,128

126.0

93.4

3,428

2,627

2,761

130.5

80.5

1,185

914

938

129.6

79.2

1,765

2,097

1,466

84.2

83.0

1,810

1,757

1,466

103.0

81.0

11,562

7,840

10,889

147.5

94.2

895

1,112

764

80.5

85.4

6,350

4,264

4,708

148.9

74.1

6,524

6,371

4,697

102.4

72.0

2,920

5,613

2,318

52.0

79.4

63,749

44,775

60,227

142.4

94.5

1,780

3,731

1,417

47.7

79.6

甲信越

東京圏

北関東

東北
青森
岩手
秋田
宮城
山形
福島

茨城
栃木
群馬

埼玉
千葉
東京

神奈川

新潟
山梨
長野

北海道

【図表2】

地
域
の
将
来
像
を
描
く

「
地
域
連
携
」

戦
略
的
に
取
り
組
む

「
規
模
の
適
正
化
」

地域の平均よりも大学進学者数に対する入学定員の上回り度が大きい学問分野。
地元の高校以外からの募集を考える必要性が特に高い。
地域の平均よりも定員充足率が低い学問分野。
規模の適正化の問題に早急に取り組む必要性が特に高い。

　　　各地域における合計の進学者収容力推計値を上回る分野……地域の平均よりも大学進学者数に対する入学定員の上回り度が大きい学問分野。地元の高校以外からの募集を考える必要性が特に高い。

　　　各地域における合計の定員充足率推計値を下回る分野………地域の平均よりも定員充足率が低い学問分野。規模の適正化の問題に早急に取り組む必要性が特に高い。

合計

18,797

15,180

14,397

123.8

76.6

25,355

25,544

19,092

99.3

75.3

17,906

25,796

14,856

69.4

83.0

239,213

173,153

227,848

138.2

95.2

13,008

17,407

10,740

74.7

82.6

10,292

10,690

8,211

96.3

79.8

55,903

60,702

48,429

92.1

86.6

122,374

88,287

102,401

138.6

83.7

29,669

27,733

24,712

107.0

83.3

10,582

12,872

8,303

82.2

78.5

49,724

53,657

44,556

92.7

89.6

合計
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　「
2
0
4
0
年
に
向
け
た
高
等
教
育

の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
（
答
申
）」（
以

下
、
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
）
は
、
人
口

が
減
少
し
、
先
々
の
社
会
の
姿
が
予
測

不
可
能
な
時
代
に
お
い
て
、
将
来
も
持

続
可
能
な
大
学
の
あ
り
方
を
描
い
た
も

の
だ
と
言
え
ま
す
。

　【
図
表
１
】
に
、
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ

ン
の
概
要
を
ま
と
め
て
い
ま
す
。
大
き

く
分
け
る
と
、「
め
ざ
す
べ
き
姿
」「
組

織
変
革
の
促
進
」「
教
学
改
革
の
推
進
」

「
経
営
改
革
の
支
援
」「
課
題
の
提
示
」

の
５
項
目
で
構
成
さ
れ
て
い
ま
す
。

　「
め
ざ
す
べ
き
姿
」
で
は
、
高
等
教

育
を
「
学
修
者
本
位
の
教
育
」
に
転
換

す
る
こ
と
が
強
く
求
め
ら
れ
て
い
ま

す
。
こ
れ
か
ら
の
時
代
に
は
、
社
会
の

変
化
に
対
応
し
つ
つ
社
会
を
積
極
的
に

支
え
、
よ
り
よ
く
し
て
い
く
人
材
が
必

要
で
、
そ
の
育
成
に
は
教
育
の
質
的
転

換
が
欠
か
せ
な
い
か
ら
で
す
。

　
加
え
て
、
社
会
に
お
け
る
大
学
の
位

置
付
け
を
「
知
と
人
材
の
集
積
拠
点
」

へ
と
発
展
さ
せ
る
必
要
性
に
つ
い
て
も

触
れ
て
い
ま
す
。
18
歳
人
口
の
減
少
が

急
速
に
進
む
地
方
に
お
い
て
大
学
が
生

き
残
る
に
は
、
地
域
と
共
存
共
栄
の
関

係
を
築
き
、「
地
域
で
暮
ら
し
、
学
ぶ
」

こ
と
を
積
極
的
に
選
択
す
る
若
者
を
増

や
す
必
要
が
あ
る
か
ら
で
す
。

　「
組
織
変
革
の
促
進
」
で
は
大
学
に
、

多
様
性
と
柔
軟
性
を
持
っ
た
組
織
へ
の

変
革
を
求
め
て
い
ま
す
。
変
化
の
激
し

い
時
代
に
改
革
を
進
め
る
に
は
、
組
織

そ
の
も
の
が
変
化
へ
の
対
応
力
を
持
つ

こ
と
が
大
切
で
す
。
そ
の
た
め
に
は
ま

ず
、
組
織
の
中
の
こ
れ
ま
で
の〝
当
た

り
前
〞を
思
い
切
っ
て
見
直
す
こ
と
も

必
要
で
し
ょ
う
。

　「
教
学
改
革
の
推
進
」
と
「
経
営
改

革
の
支
援
」
は
、「
め
ざ
す
べ
き
姿
」

の
実
現
に
向
け
て
の
方
策
を
ま
と
め
た

も
の
で
す
。「
課
題
の
提
示
」
で
は
、

各
学
校
種
特
有
の
課
題
に
加
え
、
社
会

の
理
解
と
支
援
を
得
る
必
要
性
な
ど
が

述
べ
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
の
内
容
を
ふ
ま

え
る
と
、「
人
材
育
成
」
と
「
地
域
貢
献
」

に
お
け
る
機
能
強
化
が
大
学
の
持
続
可

能
性
を
高
め
る
キ
ー
だ
と
言
え
ま
す
。

　
で
は
、
こ
れ
ら
の
機
能
強
化
を
ど
う

進
め
る
と
よ
い
の
で
し
ょ
う
か
。
ポ
イ

ン
ト
は
、「
教
育
の
質
保
証
」、「
地
域

連
携
」、「
規
模
の
適
正
化
」の
３
つ
で
す
。

　
ポ
イ
ン
ト
の
１
つ
目
、
教
育
の
質
保

証
に
つ
い
て
は
、
次
の
３
点
が
具
体
的

な
方
策
と
し
て
示
さ
れ
て
い
ま
す
。

①
全
学
的
な
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
確
立

②
学
修
成
果
の
可
視
化
と
情
報
公
表
の

促
進

「めざす将来像」「みんなが当事者」が、これからの地域連携のポイント

地域の大学が互いの強みを生かして課題解決に取り組む ～地域連携の３つの課題
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こ
の
よ
う
に
高
等
教
育
の
将
来
像

は
、
地
域
連
携
と
密
接
な
関
係
が
あ
り

ま
す
。
で
は
、地
方
創
生
の
視
点
か
ら
、

「
こ
れ
か
ら
の
地
域
連
携
」
に
ど
の
よ

う
な
形
が
求
め
ら
れ
る
の
で
し
ょ
う

か
。【
図
表
３
】に
、「
こ
れ
ま
で
」と「
こ

れ
か
ら
」
の
連
携
の
形
を
ま
と
め
て
い

ま
す
。

　
こ
れ
ま
で
は
、
地
域
か
ら
す
る
と
大

学
は
、「
ど
こ
に
相
談
し
て
よ
い
か
わ

か
ら
な
い
」「
ど
ん
な
資
源
が
あ
る
の

か
、
何
が
で
き
る
の
か
わ
か
ら
な
い
」

存
在
だ
っ
た
と
の
声
を
聞
く
こ
と
が
あ

り
ま
す
。
そ
も
そ
も
地
域
と
い
う
狭
い

世
界
の
中
で
、
課
題
を
解
決
す
る
側
、

さ
れ
る
側
と
し
て
向
き
合
う
こ
と
自
体

に
無
理
が
あ
る
の
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

　
そ
こ
で
こ
れ
か
ら
は
、
大
学
も
地
域

の
一
構
成
員
と
し
て
、
地
域
の
課
題
解

決
の
当
事
者
と
な
る
連
携
が
求
め
ら
れ

る
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。つ
ま
り
、

お
互
い
の
関
係
性
を
よ
く
す
る
た
め
の

連
携
か
ら
、
地
域
の
め
ざ
す
将
来
像
に

向
か
っ
て
各
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
が
共

に
資
源
を
持
ち
寄
っ
て
取
り
組
む
連
携

へ
と
変
え
る
必
要
が
あ
る
の
で
す
。

　
こ
れ
か
ら
地
域
連
携
を
進
め
る
に
あ

た
り
、
取
り
組
む
べ
き
課
題
を
整
理
し

た
の
が
【
図
表
４
】
で
す
。

　
ま
ず
は
「
地
域
の
将
来
像
」
で
す
。

未
来
の
コ
ン
セ
プ
ト
を
つ
く
り
上
げ
る

に
は
、
対
話
を
行
う
場
所
と
、
コ
ン
セ

プ
ト
ワ
ー
ク
を
リ
ー
ド
す
る
人
が
必
要

に
な
り
ま
す
。
対
話
に
適
し
た
施
設
を

有
す
る
大
学
、
社
会
科
学
系
に
強
み
を

持
つ
大
学
な
ど
が
、
活
動
を
リ
ー
ド
す

る
こ
と
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

　
次
に
、「
地
域
の
活
性
化
」
で
す
。

こ
れ
は
ま
ち
に
〝
に
ぎ
わ
い
〞
を
取
り

戻
す
活
動
で
す
。
地
元
就
職
者
の
割
合

が
高
い
大
学
は
、
活
動
そ
の
も
の
が

キ
ャ
リ
ア
教
育
に
も
な
る
た
め
、
積
極

的
に
取
り
組
み
た
い
課
題
で
す
。

　
最
後
は
、「
地
域
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
」

で
す
。
こ
れ
は
、地
域
に
産
業
を
興
す
、

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
挑
戦
す
る
企
業

や
人
材
を
育
成
す
る
取
り
組
み
で
す
。

理
工
系
に
強
み
を
持
つ
大
学
だ
け
で
な

く
、
人
材
育
成
や
社
会
実
装
で
は
人
文

社
会
系
の
教
育
研
究
成
果
が
大
い
に
求

め
ら
れ
ま
す
。
い
ず
れ
に
せ
よ
、
各
大

学
が
そ
れ
ぞ
れ
の
強
み
を
生
か
す
こ
と

が
大
切
で
す
。

　
さ
て
、
今
の
時
代
、
地
域
の
課
題
と

い
え
ど
も
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
波
を
無

視
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。よ
っ
て
、

〝
世
界
の
中
の
地
域
〞
と
い
う
視
点
も

重
要
で
す
。「
開
か
れ
た
連
携
」
が
地

域
と
大
学
の
持
続
可
能
性
を
高
め
る
と

言
っ
て
も
過
言
で
は
な
い
で
し
ょ
う
。

特集●これからの地域連携

③
教
育
の
質
保
証
シ
ス
テ
ム
の
確
立

　
①
の
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
と
②
の
学

修
成
果
の
可
視
化
や
情
報
公
表
に
つ
い

て
は
、
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
特
別
委
員

会
で
議
論
し
、
指
針
案
と
省
令
改
正
案

を
２
０
１
９
年
度
中
に
提
示
す
る
予
定

で
す
。③
の
教
育
の
質
保
証
シ
ス
テ
ム

の
確
立
に
つ
い
て
は
、
２
０
１
９
年
度

内
に
質
保
証
シ
ス
テ
ム
部
会
で
設
置
基

準
や
認
証
評
価
の
見
直
し
を
進
め
る
予

定
で
す
。
他
に
も
、
学
生
が
在
学
中
に

身
に
付
け
た
能
力
や
付
加
価
値
の
見
え

る
化
を
目
的
と
し
た
学
生
調
査
の
試
行

が
２
０
１
９
年
度
に
予
定
さ
れ
て
い
ま

す
。
ま
ず
は
、
こ
れ
ら
の
動
向
を
ま
め

に
学
内
で
共
有
し
、
後
手
に
回
ら
な
い

よ
う
に
対
応
策
の
準
備
を
進
め
る
必
要

が
あ
る
で
し
ょ
う
。

　
教
育
の
質
保
証
に
取
り
組
む
際
に

は
、
全
学
体
制
を
組
む
こ
と
が
重
要
で

す
。
な
ぜ
な
ら
、
各
大
学
の
教
育
理
念

に
基
づ
く「
３
つ
の
方
針（
Ａ
Ｐ・Ｃ
Ｐ・

Ｄ
Ｐ
）」
が
質
保
証
の
ベ
ー
ス
だ
か
ら

で
す
。
そ
の
た
め
学
部
内
で
完
結
さ
せ

ず
に
、
デ
ー
タ
を
全
学
的
に
共
有
し
活

用
し
た
り
、
高
校
や
社
会
と
の
連
続
性

に
配
慮
し
た
り
と
い
っ
た
「
開
か
れ
た

質
保
証
」
を
め
ざ
す
べ
き
で
し
ょ
う
。

　
そ
の
実
現
に
は
、
学
内
の
誰
も
が
ア

ク
セ
ス
で
き
、
自
分
の
仕
事
に
デ
ー
タ

を
活
用
で
き
る
〝
み
ん
な
の
I
R
〞
体

制
の
構
築
も
欠
か
せ
ま
せ
ん
。
質
保
証

と
併
せ
て
検
討
し
た
い
課
題
で
す
。

　
ポ
イ
ン
ト
の
３
つ
目
は
規
模
の
適
正

化
で
す
。
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
で
は
こ

の
問
題
に
つ
い
て
、
教
育
の
質
保
証
、

社
会
人
や
留
学
生
の
受
け
入
れ
、
地
域

の
大
学
進
学
者
数
の
将
来
推
計
な
ど
を

考
慮
し
な
が
ら
、
各
大
学
で
答
え
を
出

す
こ
と
を
求
め
て
い
ま
す
。

　【
図
表
２
】
は
、
中
央
教
育
審
議
会

将
来
構
想
部
会
で
示
さ
れ
た
地
域
の
将

来
推
計
デ
ー
タ
を
一
部
抜
粋
し
た
も
の

で
す
。
地
域
ご
と
に
、
２
０
３
３
年
度

に
お
け
る
大
学
進
学
者
数
と
入
学
者
数

の
推
計
値
を
算
出
し
、
２
０
１
６
年
度

の
入
学
定
員
を
用
い
て
、
進
学
者
収
容

力
、定
員
充
足
率
を
計
算
し
て
い
ま
す
。

　
進
学
者
収
容
力
推
計
か
ら
は
、
地
域

の
大
学
進
学
者
数
に
対
し
て
地
域
の
入

学
定
員
が
多
い
の
か
少
な
い
の
か
が
、

定
員
充
足
率
推
計
か
ら
は
、
18
歳
人
口

減
少
に
対
す
る
規
模
の
適
正
化
を
ど
れ

く
ら
い
の
水
準
で
考
え
る
必
要
が
あ
る

か
が
、
学
問
分
野
別
に
わ
か
り
ま
す
。

　
規
模
の
適
正
化
の
検
討
を
先
送
り
に

す
る
と
、
18
歳
人
口
の
減
少
に
あ
わ
せ

て
、
縮
小
均
衡
で
定
員
を
減
ら
さ
ざ
る

を
得
な
く
な
り
ま
す
。
教
育
の
質
保
証

や
地
域
連
携
に
お
け
る
改
革
の
推
進
と

併
せ
て
規
模
の
問
題
に
つ
い
て
も
議
論

す
る
こ
と
が
、
戦
略
的
か
つ
効
果
的
な

施
策
に
つ
な
が
り
ま
す
。

　
ポ
イ
ン
ト
の
２
つ
目
は
、
地
域
連
携

で
す
。
地
域
の
若
者
が
地
域
の
高
等
教

育
に
ア
ク
セ
ス
で
き
る
状
態
が
確
保
さ

れ
て
い
る
こ
と
は
、
国
の
最
重
要
課
題

で
あ
る
「
地
方
創
生
」
に
と
っ
て
欠
か

せ
な
い
も
の
で
す
。
し
か
し
、
18
歳
人

口
の
減
少
が
急
速
に
進
む
中
、
そ
の
状

態
を
維
持
し
続
け
る
に
は
、
こ
れ
ま
で

以
上
に
地
域
の
関
係
者
が
連
携
し
て
、

地
域
の
将
来
像
を
地
域
の
若
者
に
魅
力

的
に
語
り
、「
地
域
で
学
び
、
地
域
で

生
き
て
い
く
」
こ
と
の
価
値
を
伝
え
る

必
要
が
あ
る
で
し
ょ
う
。
も
と
よ
り
、

多
く
の
地
方
大
学
が
そ
の
地
域
で
生
き

残
る
に
は
、
地
元
の
高
校
生
か
ら
選
ば

れ
る
こ
と
が
不
可
欠
で
す
。

　
地
域
の
将
来
像
は
一
大
学
だ
け
で
決

め
ら
れ
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
自

治
体
、地
元
の
産
業
界
、住
民
、小
中
高
、

そ
し
て
大
学
が
そ
れ
ぞ
れ
地
域
の
発
展

に
関
わ
る
当
事
者
と
し
て
議
論
し
、
描

く
必
要
が
あ
り
ま
す
。
そ
の
検
討
の
会

議
体
と
し
て
活
用
し
た
い
の
が
、
グ
ラ

ン
ド
デ
ザ
イ
ン
で
示
さ
れ
た
「
地
域
連

携
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム（
仮
称
）」で
す
。

　
今
、大
学
に
求
め
ら
れ
て
い
る
の
は
、

地
域
の
各
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
と
共
に

持
続
可
能
な
将
来
像
を
描
き
、
そ
の
実

現
を
め
ざ
す
、
地
域
連
携
の
実
質
化
な

の
で
す
。

地域の将来像

【図表3】

【図表4】

連携の目的課題

地域に新たな“富”を生み出す

地域の“持続可能な将来像”を描く

学生や教員が地域の活動に参加して、活動を盛り上げる。学生が活動の中で、学ぶ必要性を
感じ、学んだことを活用する。地域を知る、地域の人 と々関係を構築できる人材を育成する

地域のニーズと大学のシーズをマッチングして、地域に新たな産業を生み出す。地域でイノベー
ションに挑戦する企業や人材を支援、育成する

地域連携プラットフォーム（仮称）などを活用し、自治体、企業、大学などの地域関係者と共に、
地域がこれからも持続可能となるビジョンを描く

活動の内容

地域の“活性化していない”活動
などを活性化させる

1

2

3

これまで これから

地域 大学

？
自治体や地場産業、住民など 大学などの高等教育機関

互いに資源を持ち寄る

めざす将来像

地域の活性化

地域イノベーション

文部科学省 高等教育局企画官
（併）高等教育企画課 
高等教育政策室長

石橋 晶
いしばしあき●2000年文部省（現
文部科学省）に入省。科学技術・学術
政策局基盤政策課専門官、高等教育
局大学振興課課長補佐、国立大学法
人支援課企画官などを経て現職。

ーー「グランドデザイン」の中で「地域の高等教
育機関」に重点を置いている意図は。
　人口減少社会を乗り切るためには、これまで
以上に国民一人ひとりを貴重な存在として、
各々が120％の力を出せるような人材育成と、
そのための教育が求められています。そうした
背景から本答申では、「学修者本位の教育へ
の転換」を掲げ、一人ひとりの学生が「何を
学び、身に付けることができたのか」を問うこ
とにしたのです。
　他方、どこに生まれても学び続けられるため
には、地域における大学が果たす役割は重要
です。ＡＩによるシミュレーション（P.２～３参照）
でも、高等教育は都市集中型より地方分散型
のほうが国の持続可能性が高いという結果も
出ました。
ーー地域に知の基盤をつくるにあたっての、国
と地域の役割分担をどう考えるか。
　右肩上がりだった時代は、必要となる人材
像が明確であったため、国が教育のデザインを
計画し主導してきました。しかし、今は多様性
が力になる時代です。今回、「グランドデザイン」
として大枠の方向性を国は示しましたが、解決
すべき課題は地域によってさまざまであり、一
つの計画で表すことは困難です。
　地域に根差した高等教育のあり方を、ぜひ
地域の高等教育機関などが主体となって検討
していただきたいと思います。国も必要なデー
タの提供や組織運営の支援を行い、共に考え
ていきます。
ーー「地域連携プラットフォーム（仮称、以下
略）」とはどのようなものを想定しているのか。
　地域における高等教育の将来像を、各高
等教育機関、自治体、企業などが議論いただ
く場として考えています。といってもゼロからの
組織づくりは想定しておらず、ＣＯＣ事業＊などで
作られた既存の会議体をベースに、高等教育
をテーマに据えて議論していただければと。そ
れぞれの機関が個別に動くのではなく、地域全
体で地域の人材を育てる姿を思い描いていま
す。
　リードするのは、国公私立の各大学、自治
体など、いろいろな形があっていいと思います。
私たちも地域に伺い、その地域の連携と発展
のスイッチがどこにあるのか、そのために国はど

のような支援をするとよいのかを探っていく予定
です。
ーー「大学等連携推進法人（仮称、以下略）」と
「一法人複数大学制度」とは何が違うのか。
　大学同士の連携はすでにさまざまな形で行わ
れていますが、現行制度ではできないような連
携を実現する規制緩和を行い、その連携を国
が質保証する制度が、「大学等連携推進法人」
です。まだ検討段階ですが、例えば一大学で
卒業単位を全て準備するのではなく、複数大
学で準備することも認めるような連携のあり方が
議論に上がっています。
　この制度を活用しなければ大学間連携ができ
ない、ということではありません。各大学が全方
位に強みを発揮するのは難しいという場合に、
選択肢の一つとして他大学と特色をかけ合わせ
てより質の高い教育を地域に提供するという方
法を提示したものです。推進法人内での平等
で緩やかな連携であれば、各大学の存在意義
や建学の精神を全く損なわずに連携を進めるこ
とができるのではないでしょうか。
　「一法人複数大学制度」は、国立大学法人
に限ったしくみです。法人統合について、それ
ぞれの構想ごとに法律改正を行います。
ーー今後の展開と、大学へのメッセージを。
　地域連携プラットフォームのガイドライン、大
学等連携推進法人制度は2019年度中に検討
し、必要な制度の整備等を行います。それにあ
たって、各地域に出向いて皆さんのニーズを知
り、国ができるサポートを考えていきます。
　地域連携に関しては、各大学においてすで
に相当のことをされてきていると思います。これ
からは人口減少をはじめとするさまざまなデータを
ふまえたエビデンスベーストで、今までの取り組
みをいかに先に進めるかがポイントになると思い
ます。
　今回の答申では、小中高の各学校や自治
体、企業に対しても、「大学と共に変わってい
きましょう」というメッセージを込めています。地
域連携プラットフォームのような場にはぜひ、小
中高の教員や企業人、そして教育を受ける側
の生徒・学生も加えていただきたい。「学修者
本位の教育」への転換は、生徒・学生たちの
声に耳を傾けることが、まずその第一歩となる
からです。

グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
に
お
け
る

地
域
連
携
へ
の
期
待
と
は
？

文科省
に聞く！

将
来
像
の
下
で
つ
な
が
る

こ
れ
か
ら
の
地
域
連
携

各
大
学
の
強
み
を
生
か
し

全
体
で
課
題
解
決
を
図
る

取材・文／児山雄介　撮影／亀井宏昭＊地（知）の拠点整備事業

課題を解決する側、される側という向き合い方では、関係性をつくる
こと自体が目的に。ニーズとシーズのアンマッチも起こりやすい。

“めざす将来像”に向かってみんなが“当事者”として、資源を持ち
寄り、課題解決にあたる。

？
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内閣官房
まち・ひと・しごと創生本部事務局
参事官補佐

根橋広樹
ねはしひろき●2008年文部科学省入
省。科学技術・学術政策局にてサイエン
ス・インカレの創設、高等教育局にて将
来構想の諮問などに関わり、2017年７
月より内閣官房まち・ひと・しごと創生本
部事務局にて大学関係施策を担当。

　
内
閣
官
房
・
内
閣
府
「
ま
ち
・
ひ
と
・

し
ご
と
創
生
本
部
」
は
〝
地
方
へ
の
人

の
流
れ
を
つ
く
る
〞と
い
う
観
点
か
ら
、

大
学
に
関
連
す
る
施
策
に
も
取
り
組
ん

で
い
る
。
主
な
も
の
と
し
て
、
上
の
表

に
示
し
た
４
つ
の
事
業
が
あ
る
。

　
中
で
も
大
き
な
施
策
は
予
算
総
額
が

約
1
0
0
億
円
の
「
地
方
大
学
・
地
域

産
業
創
生
交
付
金
事
業
」だ
。
こ
れ
は
、

産
官
学
が
連
携
し
て
地
域
の
産
業
振

興
・
専
門
人
材
育
成
な
ど
を
行
う
取
り

組
み
を
重
点
的
に
支
援
す
る
も
の
。
こ

れ
に
よ
り
、
地
域
の
中
核
産
業
と
地
方

大
学
を
盛
り
上
げ
、
地
域
に
お
け
る
若

者
の
修
学
と
就
業
を
促
進
す
る
。
申
請

は
自
治
体
が
行
う
た
め
、
資
金
は
自
治

体
経
由
で
大
学
へ
と
渡
さ
れ
る
。

2
0
1
8
年
度
の
申
請
件
数
は
16
件

で
、
う
ち
７
件
が
採
択
さ
れ
た
。
採
択

さ
れ
た
事
業
は
、
製
造
業
分
野
で
国
立

大
学
が
中
心
の
事
業
が
多
か
っ
た
が
、

業
界
や
分
野
、
大
学
設
置
区
分
が
限
定

さ
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。
な
お
、

審
査
で
は
自
立
性
＝「
長
期
に
渡
っ
て

継
続
可
能
な
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
と
な
っ

て
い
る
か
ど
う
か
」
が
重
視
さ
れ
る
。

　
地
方
だ
け
で
な
く
、
東
京
圏
の
大
学

が
対
象
と
な
る
事
業
も
あ
る
。「
地
方

と
東
京
圏
の
大
学
生
対
流
促
進
事
業
」

だ
。
こ
れ
は
地
方
大
学
と
東
京
圏
の
大

学
が
連
携
し
て
学
生
の
対
流
・
交
流
を

図
り
、
東
京
圏
の
大
学
生
に
地
方
の
特

色
や
魅
力
を
発
見
し
て
も
ら
お
う
と
す

る
も
の
。採
択
大
学
に
は
国
か
ら
直
接
、

補
助
金
が
出
る
。
地
域
の
課
題
解
決
型

授
業
や
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
に
取
り
組

む
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

　
そ
の
ほ
か
、
大
学
と
地
方
と
の
マ
ッ

チ
ン
グ
を
促
進
す
る
事
業
も
あ
る
。
地

方
企
業
で
の
学
生
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ

の
情
報
を
集
約
・
発
信
す
る
プ
ラ
ッ
ト

フ
ォ
ー
ム
を
整
備
す
る
「
地
方
創
生
イ

ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
事
業
」
が
す
で
に
ス

タ
ー
ト
し
て
い
る
ほ
か
、
地
方
サ
テ
ラ

イ
ト
キ
ャ
ン
パ
ス
の
設
置
を
考
え
る
大

学
向
け
の
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援
ポ
ー
タ
ル

サ
イ
ト
の
開
設
も
予
定
さ
れ
て
い
る
。

　
な
お
、
地
方
創
生
の
メ
イ
ン
の
事
業

で
あ
る
「
地
方
創
生
推
進
交
付
金
」（
予

算
1
0
0
0
億
円
）
は
、
既
存
の
補
助

金
で
は
で
き
な
い
、
自
治
体
の
先
駆
的

な
取
り
組
み
を
支
援
す
る
も
の
。
そ
の

中
に
は
、
和
歌
山
県
、
田
辺
市
、
み
な

べ
町
に
和
歌
山
大
学
・
京
都
産
業
大
学

が
協
力
す
る
梅
産
業
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
事
業
や
、
静
岡
県
藤
枝
市
・
島
田
市

と
静
岡
産
業
大
学
に
よ
る
I
C
T
に
よ

る
教
育
・
産
業
づ
く
り
事
業
な
ど
、
大

学
と
連
携
を
図
る
事
業
も
い
く
つ
か
採

択
さ
れ
て
い
る
。
今
後
は
こ
う
い
っ
た

事
業
に
も
注
目
し
、
地
域
と
の
本
格
的

な
連
携
を
通
じ
て
地
方
創
生
に
臨
み
た

い
。

大
学
を
軸
に
地
方
へ
の

人
の
流
れ
を
つ
く
る

ま
ち・ひ
と・し
ご
と
創
生
総
合
戦
略

地
方
に
お
け
る
若
者
の

修
学
・
就
業
を
促
進

東京圏の年齢階層別転入超過数推移

内閣官房・内閣府の主な大学関連地方創生推進事業 

＊内閣官房資料を基に編集部で作成  （東京圏：東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）

ーー内閣官房・内閣府が「大学の地域連携」に
直接取り組むようになった経緯は？
　それは主に若者の東京圏への転入超過の
問題を解決するためです。データを見ると（下
図）、転入者は15～24歳が多く、大学進学時
や就職時の転入が多いと考えられます。そのた
め、内閣官房が2014年に策定した「まち・ひと・
しごと創生総合戦略」では、「東京圏と地方との
転出入の均衡を図る」ため、さまざまな施策に取
り組んできました。
　文部科学省でも「地（知）の拠点大学による
地方創生推進事業」などの施策を実施したもの
の、東京圏への転入超過数の抑制にはなかな
かつながらなかったところがあります。2016年
には全国知事会において「大学の東京一極集
中の是正」などを求める決議がなされ、この年の
総合戦略の改訂で「地方大学の振興」「地方
における雇用創出と若者の就業支援」「東京
における大学の新増設の抑制」などを検討する
ことになりました。そして翌年の総合戦略の改
訂で新たな施策が盛り込まれました。
ーー「定員増の抑制」や「入学者定員管理の
厳格化」には、私立大学から反発の声も出て
いるが。
　地方創生や大学教育の水準を保つという点
で、定員管理の厳格化は必要な面があると理
解しています。また、18歳人口は最も多かった
時期の半分程度にまで減少しており、適正規
模については、考えなければならない時期に来
ているのではないでしょうか。
ーー「地方大学・地域産業創生交付金」事業
に関して、大学に期待することは？

　初年度に関しては、製造業分野で地方国立
大学が中心の取り組みが多く採択されましたが、
選定にあたって産業分野や大学を限定してはい
ません。人文社会系の私立大学であっても、例
えば観光業で地域と連携したり、芸術・文化に
関する知見を地域産業の振興につなげたりする
ことはできるのではないかと思います。もっと多様
な取り組み、大学の応募を期待しています。
　審査では「産官学が連携して、地域の強みを
生かし、自立できるビジネスモデルをつくりあげて
いるか」という点を重視しています。長期間にわ
たって国費で支援し続けることは現実的ではあ
りません。応募を検討している大学は、出口を含
めた継続的なモデルづくりを自治体や産業界と
検討していただきたいと考えています。内閣府で
は事前相談を通じて、アドバイスをしています。
ーー大学と地域が連携する際の課題は何か。
　文部科学省の事業では、大学に直接支援を
するため、自治体も一部費用を負担しつつ、大
学を支援するという流れはありませんでした。一
方で例えば、内閣府の「地方大学・地域産業創
生交付金事業」は、自治体の負担が必須のス
キームです。自治体もさまざまな考えで施策を進
めているので、「費用を負担してでも大学と連携
して産業振興に取り組みたい」と考える自治体
もあれば、中には「大学との連携の優先度は高
くない」と考えるところもあるでしょう。大学側もし
かりで、温度差はあります。
　しかし、18歳人口の減少が加速していく中、
特に地方大学においては自治体や産業界から
信頼され、支援を得られるような関係づくりが重
要なのは間違いありません。今こそお互いの発
展につながるような連携のあり方を、主体的に
考えていくべきときではないでしょうか。
ーー大学に関連する施策について、今後の展
開を教えてほしい。
　2019年12月に第一期総合戦略は一区切り
を迎えるため、第二期の総合戦略の検討を進め
ます。第一期総合戦略では、主に「ひとの流れ」
という点で大学に着目してきましたが、今後は、
大学が持つ「人材育成」といった部分にも着目
した政策がますます重要になると考えています。
その意味では地方の大学だけでなく、東京圏の
大学が地方創生に協力することにも期待を寄せ
ています。

地
方
創
生
に
お
い
て

大
学
に
期
待
す
る

役
割
と
は
？

内閣官房
に聞く！

特集●これからの地域連携

内
閣
官
房
・
内
閣
府
の
大
学
に
ま
つ
わ
る
施
策
で
は
、東
京
23
区
内
の
定
員
増
抑
制
の
印
象
が
強
い
が
、

大
学
の
地
域
連
携
を
促
す
施
策
に
も
取
り
組
ん
で
い
る
。

事業名 概要・目的 期待される効果 資金の
流れ

97.5億円
（95億円） 7件

6件

2018年度
採択件数

2019年度予算
（  ）内は
2018年度予算

首長のリーダーシップの下、産官学連携によ
り、地域の中核的産業の振興や専門人材育
成などを行う優れた取り組みを重点的に支援
し、地域における若者の修学・就業を促進す
る（キラリと光る地方大学づくり）。具体的には
産業振興と専門人材育成の一体的推進、海
外連携等による特色ある大学改革（学部学
科再編等）の実施

▶ 地 域の生 産 性の
向上、若者の定着の
促進
▶ 学 生の地 方 大 学
への進学推進、東京
一極集中の是正

地
方
大
学
・
地
域
産
業

創
生
交
付
金
事
業

地
方
と
東
京
圏
の

大
学
生
対
流
促
進

事
業

地
方
創
生

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ

事
業

大
学
等
と
地
方

公
共
団
体
と
の

連
携
を
推
進
す
る

マ
ッ
チ
ン
グ
シ
ス
テ
ム

２億円
（3.3億円）

地方公共団体等の協力も得つつ、地方と東
京圏の大学が連携し、東京圏の学生に地方
の魅力を体験できるプログラムなどを実施す
る取り組みを支援。具体的には、地方大学と
東京圏の大学が単位互換をはじめとした連携
を強化し、学生が地方圏と東京圏を相互に対
流する取り組みの促進

▶ 東 京 圏の学 生が
地方に行く新しい人
の流れが生まれる
▶地域に根差した人
材の育成を図る

0.6億円
（0.6億円）

0.2億円
（0.1億円）

地方企業でのインターンシップに関して東京
圏の大学等と地方公共団体間の連携の支
援や情報の集約・発信を担うプラットフォーム
を本格的に運営するとともに、受け入れ企業
の開拓等の際に活用できる資料の作成や全
国各地の研修会の開催などを行う

東京圏の大学の地方サテライトキャンパスの
設置に関わるマッチングを支援するための
ポータルサイトと相談窓口を開設（2019年8
月下旬ごろ予定）

▶地方公共団体と大
学との連携推進
▶全国的な地方への
人材還流、地元定着
の実現

▶恵まれた環境での
学生教育の充実、学
生の地 方 定 着の促
進、新たな地域の拠
点の確立、地域にお
ける新たな産業の創
出など

国
↓

都道府県・
政令指定
都市等

↓
大学

国
↓

大学等
＊定額

国
↓

民間企業
に委託

国
↓

民間企業
に委託

政 策 動 向 2

内
閣
官
房

＊内閣官房・内閣府資料を基に編集部で作成  

※内閣官房・内閣府の地域連携事業の採択例については、P.26から紹介しています。

2010年

92,829

62,809 67,209

96,524
109,408

119,357 117,868 119,779

135,600

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年

140,000

160,000
（人）

転
入

転
出

120,000

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

0

-20,000

30歳以上

25～29歳

20～24歳

15～19歳

14歳以下
転出総数

（転入超過総数）

取材・文／本間学　撮影／亀井宏昭
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科学技術・学術政策局
産業連携・地域支援課
地域支援室長

生田知子
いくたともこ●1998年科学技術庁入
庁。文部科学省大学官房会計課、文部科
学省大臣官房政策課評価室長・対話型
政策形成室長、内閣府特命担当大臣秘
書官などを経て、2017年10月より現職。

　
文
部
科
学
省
科
学
技
術
・
学
術
政
策

局
は
、
地
域
に
お
け
る
科
学
技
術
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進
に
よ
る
地
方
創
生

に
取
り
組
ん
で
い
る
。
こ
こ
で
は
、
研

究
機
関
で
あ
る
大
学
を
支
援
す
る
代
表

的
な
３
つ
の
事
業
を
紹
介
す
る
。

　
2
0
1
9
年
度
か
ら
新
た
に
始
ま
る

も
の
と
し
て
「
科
学
技
術
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
に
よ
る
地
域
社
会
課
題
解
決
」

（
I
N
S
P
I
R
E
）
事
業
が
あ
る
。

こ
れ
ま
で
の
地
域
×
科
学
技
術
の
施
策

は
、シ
ー
ズ
発
想
（
大
学
が
持
つ
研
究
・

開
発
力
を
地
域
の
産
業
創
出
に
向
け
て

展
開
す
る
）
の
も
の
が
多
か
っ
た
が
、

こ
れ
は
ニ
ー
ズ
発
想（
地
域
の
困
り
事

に
対
し
て
大
学
の
研
究
力
を
マ
ッ
チ
ン

グ
さ
せ
る
）と
な
っ
て
い
る
の
が
特
徴
。

　
こ
の
事
業
で
は
、
最
初
に
自
治
体
と

大
学
が
中
心
と
な
っ
て
、
地
元
企
業
、

金
融
機
関
、
N
P
O
、
地
元
の
高
校
生

な
ど
と
チ
ー
ム
を
組
ん
で
議
論
し
、
目

指
す
べ
き
地
域
の
将
来
像
を
描
い
た
未

来
社
会
ビ
ジ
ョ
ン
を
設
定
す
る
。
そ
の

実
現
に
向
け
課
題
を
洗
い
出
し
、
解
決

策
に
大
学
の
研
究
シ
ー
ズ
を
役
立
て
る

計
画
を
立
て
る
。
審
査
に
通
っ
た
計
画

に
試
行
実
験
の
た
め
の
資
金
が
補
助
さ

れ
る
。
チ
ー
ム
を
組
む
自
治
体
の
規
模

は
市
町
村
レ
ベ
ル
で
も
構
わ
な
い
。
ま

た
、
複
数
の
自
治
体
、
大
学
が
計
画
に

参
画
す
る
こ
と
も
認
め
ら
れ
て
い
る
。

　
一
方
で
シ
ー
ズ
発
想
の
事
業
と
し
て

は
2
0
1
6
年
度
か
ら
始
め
た
「
地
域

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
エ
コ
シ
ス
テ
ム
形

成
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
が
あ
る
。
地
方
大
学

が
持
つ
優
れ
た
コ
ア
技
術
の
事
業
化
を

５
年
間
に
渡
っ
て
支
援
す
る
も
の
だ
。

大
学
は
研
究
・
開
発
に
は
熱
心
だ
が
、

そ
れ
を
事
業
展
開
す
る
ノ
ウ
ハ
ウ
に
乏

し
い
。
そ
の
た
め
、
民
間
企
業
で
の
新

規
事
業
立
ち
上
げ
経
験
者
、
知
財
マ

ネ
ー
ジ
ャ
ー
な
ど
を
含
む
事
業
プ
ロ

デ
ュ
ー
ス
チ
ー
ム
の
創
設
が
求
め
ら
れ

る
が
、
ノ
ウ
ハ
ウ
を
持
っ
た
人
材
を
招

聘
で
き
る
こ
と
が
本
事
業
の
大
き
な
メ

リ
ッ
ト
だ
。

　
こ
れ
ら
2
つ
が
大
学
等
が
対
象
な
の

に
対
し
て
、「
研
究
成
果
最
適
展
開
支

援
プ
ロ
グ
ラ
ム
」（
A-

S
T
E
P
）
は
、

研
究
者
個
人
が
対
象
の
事
業
だ
。
研
究

者
が
持
つ
シ
ー
ズ
と
、
企
業
の
ニ
ー
ズ

が
合
致
す
る
か
を
確
認
す
る
試
験
研
究

を
支
援
す
る
。
基
礎
研
究
を
支
援
す
る

科
研
費
と
は
異
な
り
、
本
格
的
な
産
学

の
共
同
研
究
開
発
に
つ
な
げ
る
こ
と
を

目
的
と
し
て
い
る
。
現
状
、
地
方
大
学

の
研
究
者
に
大
き
な
資
金
が
渡
り
に
く

く
な
っ
て
い
る
が
、
こ
の
事
業
で
は
特

に
地
方
大
学
の
若
手
・
中
堅
研
究
者
が

多
く
採
択
さ
れ
て
い
る
と
い
う
。

　
こ
こ
で
紹
介
し
た
事
業
は
、国
公
立
、

私
立
を
問
わ
ず
応
募
が
可
能
な
の
で
、

積
極
的
な
活
用
を
考
え
た
い
。

2
0
1
9
年
度
か
ら

ニ
ー
ズ
発
想
の
事
業
を
開
始

地
域
科
学
技
術
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
施
策

大
学
の
科
学
技
術
を

地
域
振
興
に
つ
な
げ
る

地域科学技術イノベーション施策の大学に関わる主な事業例
ーー「地域科学技術イノベーション」とは何か？
　端的に言うと「地方創生に科学技術イノベー
ション活動を結びつけること」です。「まち・ひと・し
ごと創生法」の流れも受け、2016年に決定され
た第5期科学技術基本計画では、「地方創生」
に資するイノベーション・システムの構築が、基本
方針の1つの柱です。文科省では2021年度か
ら始まる第6期科学技術基本計画の策定に向
けて、科学技術・学術審議会の下に地域科学
技術イノベーション推進委員会を設置し、地方自
治体、大学、産業界で活動する組織にヒアリン
グを行って現場の課題を把握し、そこから教訓を
引き出し、今後の地域科学技術イノベーション
のあり方について毎月議論を重ねてきました。
ーー地域イノベーションの課題は何か？
　地方の現場では「イノベーション」は遠い存在
で、現実味がないことです。20年以上も前から
地域の産学連携に取り組んできましたが、未だ
難しい。自治体は「イノベーションは、大学や余
裕がある自治体が考えること。それより目の前の
税収・人手不足などの課題に対処しなければ」、
大学は「論文を書くのが精一杯で、地域貢献ま
では考えられない」、産業界は「苦しい地方中小
企業の支援が最優先」といったことが本音で
しょう。しかし、人口減少や高齢化が進んでいる
地域こそ、技術、文化、風土など身近で特有の
地域資源の活用により、状況を打破できる可能
性が高いのです。地域の現場の目をイノベー
ションに向けるためには、まずは「地域の構成員
が一個人として、デザイン思考でその地域をどの
ような社会にしたいのかを議論し、みんながその
将来ビジョンを共有すること」が重要です。
ーー大学に期待する役割は？

　研究活動と人材育成機能はもちろんですが、
私は大学の「地域での中立的な存在」としての
意義にも期待しています。というのも、イノベー
ションといえば「技術革新」がクローズアップされ
がちですが、本来はさまざまな新結合そのものを
指すものです。地域の中で新結合を生み出そう
とする場合、一企業よりも、中立的な立場の大
学が中心になって周辺を巻き込んでいくほうが、
イノベーション創出にうまくつながるのではないで
しょうか。例えば、これまで職人肌の創業者が営
んできた地場産業が事業継承されるタイミングで
大学の技術力を投入し、新たな事業展開につな
げる形態もイノベーションと考えます。大学には

「0→1」を生み出すようなベンチャーを創出する
だけでなく、そうした地域の“接着剤”の役割も期
待しています。
ーー2019年度の施策の目玉は？
　2019年度からスタートするINSPIRE事業で
す。イノベーションによる地域の課題解決のサイ
クルを回す活動を支援する本事業では、前述の
ような問題意識から、まずその地域社会の未来ビ
ジョンの議論を求めています。また、そのために
は、プレイヤー層として意欲ある構成員が、組織
等の壁を超えて相互連携し、役割分担しつつ最
強のチームワークが機能する創造型の実働コ
ミュニティ（Actors-Based-Community：ABC）を
つくることが要となると考えています。大学におけ
る人文社会系と自然科学系の研究者の連携は
もちろん、多様なセクターの現場の知の結集によ
り、地域の社会課題が解決され、さらにはSDGｓ
の目標達成にもつながることを期待しています。
ーー教員が積極的に参加するための課題は？
　大学の使命は教育・研究・社会貢献ですが、現
状では教員の評価は論文数や特許数などが中心
です。「地域社会が豊かになることに対して、どれ
だけ貢献したか」という点も、客観的な指標を設け
て評価していくことが必要で、優秀な研究者が
もっと地域に根差した活動に従事することがイン
センティブとなるしくみがあるとよいと思います。
　また、地域の困り事を解決するための技術を地
元の大学が持っていない場合は、地域外の大学
等から提供してもらう必要があるでしょう。その意
味では、地域内で閉じずに、例えば東京圏の大学
が持つポテンシャルも活用するような事業提案も
当然あってしかるべきと考えています。

地
域
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に

大
学
の
研
究
は

ど
う
貢
献
で
き
る
か
？

文科省
に聞く！

特集●これからの地域連携

文
部
科
学
省
科
学
技
術
・
学
術
政
策
局
は
、科
学
技
術
に
よ
る
地
域
振
興
の
施
策
を
行
う
組
織
だ
。

こ
こ
で
は
、同
政
策
局
が
担
当
す
る
、大
学
と
自
治
体
の
連
携
促
進
支
援
事
業
を
紹
介
す
る
。

事業名 概要 資金の流れ申請主体 支援額規模
2019年度予算
※（  ）内は
2018年度予算

36.33億円
（30.93億円）
＊事業期間：
5年間

1地域当たり
１～1.4億円
程度／年×5年
＊採択例は
左ページ参照

試験研究タイプ
：300万円／年、
実証研究タイプ：
1000万円／年

▶大学等および自治体が事業化
経験を持つ人材を中心とした事業
プロデュースチームを創設、専門機
関を活用した市場・特許分析を踏
まえて事業化計画を策定、大学
シーズ等の事業化（5年以内）を目
指す、シーズプッシュ型の事業▶最
終目標は民間資金等の獲得（民間
への技術移転、地元企業による事
業化、ベンチャー企業創出と成長）

地
域
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

・エ
コ
シ
ス
テ
ム

形
成
プ
ロ
グ
ラ
ム

研
究
成
果
最
適
展
開
支
援

プ
ロ
グ
ラ
ム

（
A
‐
S
T
E
P
）

70.83億円
（76.74億円）
＊事業期間：
１年間

▶特定の分野やテーマを設定せ
ず、全国の大学等の尖った技術
シーズを基に、実用化を目指し研
究開発を行う技術移転プログラ
ム。研究者個人を支援する事業▶
企業との共同研究が条件▶現在
機能検証フェーズとして「試験研
究」または「実証研究」を支援

大学等と自治体
（都道府県または

政令指定都市）
の連名

大学等の
研究者

国
↓

大学・研究開発
法人および

自治体が指定
する機関等

国
↓

JST（科学技術
振興機構）

↓
大学・国立研究

開発法人・企業等

詳細検討中

科
学
技
術
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に

よ
る
地
域
社
会
課
題
解
決

（
I
N
S
P
I
R
E
）

4500万円
（新規）
＊事業期間：
１年間
＊今年度は
フィジビリティ
として実施

大学等と自治体
（市町村含む）
の連名

▶地域の課題について大学の科
学技術を使って解決を図るスキー
ム構築を支援する、ニーズプル型
事業▶大学と自治体だけでなく、
地域の将来を担う高校生を含む
地域の多様なステークホルダー

（企業、金融機関、NPOなど）の参
加も求め、地域コミュニティによる
社会課題解決サイクルを構築する

国
↓

大学・研究開発
法人および

自治体

＊１

政策動向 3

文
科
省

＊文部科学省資料を基に編集部で作成
＊1 Science and Technology Innovative Solutions for Social Problems In Regions.但し名称については、今後変更予定

地域イノベーション・エコシステム形成プログラム採択一覧

東北大学 × 宮城県

2
0
1
8
年
度

＊3 2016年度は4事業（(一社)つくばグローバル・イノベーション推進機構×茨城県、静岡大×浜松市、九州大×福岡県、九州工業大×北九州市）が、2017年度は10事業（東京工業大×川崎市、福井大×福井県、山
梨大×山梨県、信州大×長野県、三重大×三重県、神戸大×神戸市、山口大×山口県、香川大学×香川県、愛媛大×愛媛県、熊本大×熊本県）が採択されている。

大学等 × 自治体 テーマ
ナノ界面技術によるMn系Liフルインターカレー
ション電池の革新とそれによる近未来ダイバー
シティ社会の実現

あいち次世代自動車イノベーション・エコシステ
ム形成事業～100年に1度の自動車変革期を
支える革新的金型加工技術の創出～

有機材料システムの「山形」が展開するフレキ
シブル印刷デバイス事業創成

神奈川発「ヘルスケア・ニューフロンティア」先
導プロジェクト

楽して安全、振動発電を用いた電池フリー無線
センサの事業化とその応用展開

山形大学 × 山形県

神奈川県立産業
技術総合研究所

金沢大学 × 石川県

名古屋大学 × 愛知県

× 神奈川県

＊3

＊2「科学技術イノベーションによる地域社会課題解決」（INSPIRE）事業は2019年４月下旬をめどに、公募がスタートする予定 取材・文／本間学　撮影／亀井宏昭

＊2
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文部科学省  高等教育局視学官
（併）私学部私学助成課長補佐
・専門官

児玉大輔
こだまだいすけ●1999年入省後、官
房総務課、生涯学習政策局、高等教育
局、初等中等教育局での勤務を経験し
て2009年より埼玉県教育局に出向、義
務教育指導課長などを歴任。その後、高
等教育局勤務を経て2014年９月から在
インド日本大使館に教育担当官として勤
務し、2018年４月より現職。

　
私
立
大
学
に
と
っ
て
は
関
心
の
高
い

私
立
大
学
等
改
革
総
合
支
援
事
業
。
２

０
１
９
年
度
は
、
＊1 「
骨
太
の
方
針
２

０
１
８
」
に
示
さ
れ
た
「
人
材
育
成
の

３
つ
の
観
点
」（
世
界
を
牽
引
す
る
人

材
、
高
度
な
教
養
と
専
門
性
を
備
え
た

人
材
、
具
体
的
な
職
業
や
ス
キ
ル
を
意

識
し
た
高
い
実
務
能
力
を
備
え
た
人

材
）
を
踏
ま
え
つ
つ
、
５
タ
イ
プ
か
ら

４
タ
イ
プ
に
再
編
さ
れ
た
。
新
た
な
枠

組
み
の
う
ち
、
タ
イ
プ
３
は
地
域
連
携

に
、
タ
イ
プ
４
は
産
学
連
携
に
特
に
関

わ
り
が
深
い
。

　
タ
イ
プ
別
に
変
更
ポ
イ
ン
ト
を
見
て

い
こ
う
。
タ
イ
プ
１
「
特
色
あ
る
教
育

の
展
開
」
は
、
２
０
１
８
年
度
の
タ
イ

プ
１
「
教
育
の
質
的
転
換
」
に
対
応
し

た
も
の
。す
で
に
２
０
１
８
年
度
か
ら
、

一
部
の
基
礎
的
な
取
り
組
み
に
該
当
す

る
項
目
が
一
般
補
助
の
「
教
育
の
質
の

指
標
」
に
移
行
し
て
い
る
。
尖
っ
た
取

り
組
み
を
拾
っ
て
特
色
化
を
促
し
、
画

一
的
な
構
造
を
変
え
る
べ
く
、
採
択
数

は
２
０
１
８
年
度
よ
り
絞
ら
れ
る
。

　
タ
イ
プ
２
「
特
色
あ
る
高
度
な
研
究

の
展
開
」
は
高
度
な
研
究
を
基
軸
と
し

た
特
色
化
・
機
能
強
化
に
取
り
組
む
大

学
を
支
援
す
る
も
の
だ
が
、
科
研
費
と

異
な
り
、
個
別
の
研
究
の
成
果
を
問
う

も
の
で
は
な
い
こ
と
に
留
意
す
る
こ
と

が
必
要
だ
。

　
タ
イ
プ
３
「
地
域
社
会
へ
の
貢
献
」

の
支
援
の
対
象
は
、
教
育
や
研
究
を
通

じ
て
地
域
を
盛
り
立
て
る
取
り
組
み

だ
。「
地
域
」
は
大
学
近
辺
に
限
定
さ

れ
て
お
ら
ず
、
遠
方
の
地
域
と
の
連
携

も
対
象
と
な
る
。
こ
れ
ま
で
は
他
大
学

等
と
連
携
し
た
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
に

参
画
し
て
い
る
こ
と
が
採
択
の
条
件

だ
っ
た
が
、
新
し
い
枠
組
み
で
は
単
独

の
大
学
に
よ
る
取
り
組
み
も
支
援
対
象

と
な
る
点
が
大
き
な
変
更
点
と
い
え
る
。

　
タ
イ
プ
４
「
社
会
実
装
の
推
進
」
は
、

２
０
１
８
年
度
の
タ
イ
プ
２
「
産
業
界

と
の
連
携
」
の
要
素
を
引
き
継
い
で
い

る
。
主
に
企
業
と
の
共
同
研
究
な
ど
が

想
定
さ
れ
つ
つ
も
、
社
会
全
般
で
の
知

識
・
技
術
の
応
用
例
が
許
容
さ
れ
る
見

込
み
だ
。一
方
で「
教
育
面
を
含
む
」「
イ

ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
」
と
い
っ
た
言
葉
は

削
ら
れ
て
お
り
、
純
粋
な
教
育
目
的
の

取
り
組
み
は
対
象
外
に
な
り
そ
う
だ
。

　
な
お
「
グ
ロ
ー
バ
ル
化
」
に
つ
い
て

は
、「
す
で
に
ど
の
大
学
も
当
た
り
前

に
取
り
組
む
べ
き
テ
ー
マ
」
と
の
考
え

か
ら
、支
援
事
業
の
対
象
外
と
な
っ
た
。

　
ま
た
今
回
、
特
別
補
助
で
あ
る
改
革

総
合
支
援
事
業
の
再
編
と
併
せ
て
、
経

常
費
補
助
に
お
け
る
一
般
補
助
の
割
合

が
約
１
％
上
げ
ら
れ
て
い
る
。
改
革
総

合
支
援
事
業
は
、あ
く
ま
で「
オ
プ
シ
ョ

ン
」
的
な
支
援
。
ま
ず
は
本
筋
の
一
般

補
助
に
し
っ
か
り
取
り
組
み
た
い
。

地
域
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
は

１
大
学
で
も
採
択
対
象
に

私
立
大
学
等
改
革
総
合
支
援
事
業

私
立
大
学
な
ら
で
は
の

地
域
連
携
を
支
援

私立大学等改革総合支援事業の再編まとめ
ーー地方私立大学の現状と課題をどのように
受け止めているか。
　少子化による学生募集への影響は大きな課
題です。特に地方においては、地元の大学に魅
力があれば大学進学したのにと考える層を取り
こぼしていないか、いま一度確認する必要があり
ます。多くの情報が流通している今、特色を上
手にアピールしないと高校生や保護者、高校教
員のアンテナには引っかかりません。
　また地域によっては、たとえ地元の大学を出
たとしても就職先は限定的であるため、就職の
段階で都市部に出ていく、という現実がありま
す。地元企業は高卒や専門学校卒者中心の
採用で、それゆえ大卒者だと何ができるのか、が
わからない状態なのでしょう。どれだけ地元経済
界のニーズをつかんでいるか？ が今後の地方私
立大学にとっての課題だと思います。
ーー地方私立大学にとってこれからの地域連
携に求められるものは？
　人口減社会の中では、少ない人数で社会を
支えていく必要があります。地域にとって大学
は、若手人材の供給源です。「地域に根差す大
学」をめざすのなら、学生を巻き込んだ継続的な
取り組みが求められます。教員が自治体の審議
会の委員を務める、単発の地域ＰＪをやるだけで
は、学生が地元で働き定着するサイクルを作る
ことは正直難しい。地域ぐるみで大学を卒業し
て10年後、20年後も地元で働いて生活できる
ような環境づくりが求められます。
　在学生だけでなく、卒業生に対しても「面倒
見がいい大学」が期待されますし、その前提とし
て、卒業生が卒業後はどこにいて何をしている
のかを追跡し、分析する必要があるでしょう
ーー２０１９年度のタイプ３「地域社会への貢
献」に込めた意図は。
　地方創生のプレーヤーとしての大学にとって
は、「地域にどう使ってもらうか？」がポイントで
す。しかし地域への一方的な献身ではなく、自学
の強みを生かした、学生の教育・成長に寄与す
る貢献であってほしいですね。学生を巻き込んだ
取り組み、さらに言えば学生の自立と生業の獲
得につながるような汎用的な力が付く取り組み
が望ましいと考えています。
　それゆえ、連携先選びが重要で、そのための
情報発信とマッチングが必要です。必ずしも地

元にこだわる必要はなく、学生を育ててくれる住
民や社会人がいるところ、お互いがお互いを大
切にできる地域を探す必要があるでしょう。地方
大学というアイデンティティは大事ですが、地方
にあるだけの大学では意味がありません。自学に
とっての「地域」はどこなのか、立地や行政区分
にこだわらず、地域連携のあり方を見直す機会
となれば幸いです。
ーー2018年のタイプ５「プラットフォーム形成」
と2019年のタイプ３の「地域社会への貢献」の
「プラットフォーム形成」との違いは？
　以前のパターンだと地方創生はプラットフォー
ムありきだと受け止められてしまっていた反省が
あります。参加大学がそれぞれの力を発揮し、補
い合える関係を想定していたのですが。
　今回は、単一の大学でも申請できるようにしま
した。中でも県庁所在地ではない場所にある私
立大学は、多くの場合その地域における最高学
府であるはずです。そうした大学が地域をリードし
やすくしたいという思いがあります。
ーータイプ４「社会実装の推進」の特徴は。
　企業は極めてシビアなステークホルダーです
が、地域産業に研究成果を生かせれば、地域の
エンパワーメントにつながりやすいでしょう。地域
の産業が抱える課題と、自学の得意分野のマッ
チングがカギだと言えます。
　また、「社会実装」という言葉を使ったのは、

「産学連携」というと理工系の学問のものと思
われがちだからです。私たちは大学と社会との連
携をより幅広くとらえているところであり、例えば
自治体の統合が進んだ今、住民の地元意識をど
のように再構築するか、といったテーマには社会
科学系の力が欠かせないはずです。
ーー今回の特別補助の見直しを通じて私立大
学に伝えたいメッセージは？
　全タイプを通して、地方に対する取り組みを厚
くしているつもりです。特に中小規模の大学に
励みにしてほしいとの意図を込めて、教員の人
数など規模に比例した支援ではなく、取り組み自
体への支援であるという面を強調した設計にし
ました。
　2020年度からは高等教育の無償化も始まる
見通しです。「人を育てる場」としての大学を起
点に、これら改革総合支援事業が大学改革のド
ライブになればと思っています。

私
立
大
学
の
経
営
に
と
っ
て
の

地
域
連
携
と
は
？

文科省
に聞く！

特集●これからの地域連携

私
立
大
学
等
改
革
総
合
支
援
事
業
は
、２
０
１
９
年
度
に
大
き
く
形
を
変
え
る
。

再
編
さ
れ
た
同
事
業
で
、地
域
連
携
が
ど
の
よ
う
に
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
の
か
を
ひ
も
と
く
。

政策動向 4

文
科
省

＊選定予定数の（ ）内は、実際の選定数／申請数　＊文部科学省資料を基に編集部で作成

教育の質的転換

年度 2018年度 2019年度

1
全学的な体制での教育の質的向上に向けた取り組み
を支援＋高大接続改革に積極的に取り組む大学等を
支援
〈選定予定数〉200校程度（142／420）

特色ある教育の展開
学修成果の可視化に基づく教育方法の改善や文理横断
的な教育プログラムの開発、教育の質向上に向けた特色あ
る教授・学習方法の展開を通じた教育機能の強化を促進
〈選定予定数・金額〉180校程度・1000万円程度／校

タ
イ
プ

産業界との連携

2
産業界と連携した高度な教育研究支援○教育面を含む産学
連携体制の構築○複数企業との長期インターンシップ○実
用化、事業化をめざした取り組み○共同研究、受託研究 等
〈選定予定数〉50校程度（47／100）

特色ある高度な研究の展開
社会的要請の高い課題の解決に向けた研究やイノベー
ション創出等に寄与する研究や他大学等と連携した研究
など、高度な研究を基軸とした特色化・機能強化を促進
〈選定予定数・金額〉50校程度・2000万円程度／校

タ
イ
プ

他大学等との広域・分野連携

3

国内の他の地域の大学等と連携した高度な教育研究
支援○特定分野の教育プログラム、教材の共同開発
○共同研究の実施○学生の受け入れ、派遣等
〈選定予定数〉50校程度（27／91）

地域社会への貢献
◯地域と連携した教育課程の編成や地域の課題解決
に向けた研究の推進など、地域の経済・社会、雇用、文
化の発展に寄与する取り組みを支援◯大学間、自治
体・産業界等との連携を進めるためのプラットフォーム形
成を通じた大学改革の推進を支援
〈選定予定数・金額〉150校程度［20～40グループ
含む］・1000万円程度／校

タ
イ
プ

グローバル化

4
国際環境整備、地域の国際化等、多様なグローバル化
を支援○実践的な語学教育○外国人教員・学生の比
率○地域のグローバル化への貢献 等
※必須要件：国際化推進に関するビジョン・方針の策定
〈選定予定数〉80校程度（78／150）

社会実装の推進
産業連携本部の強化や企業との共同研究・受託研究、
知的財産・技術の実用化・事業化、産業界と連携した社
会実装の推進に向けた取り組みを支援
〈選定予定数・金額〉100校程度・1000万円程度／校

タ
イ
プ

プラットフォーム形成

5

各大学等の特色化・資源集中を促し、複数大学間の連
携、自治体・産業界等との連携を進めるためのプラット
フォーム形成を通じた大学改革の推進を支援○複数校
の申請に基づき選定○スタートアップ型（体制の整備状
況を評価）と発展型（中長期計画の実施状況を評価）
の２層で支援
〈選定予定数〉20～40グループ（23／39）

タ
イ
プ

＊1　2018年6月15日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針2018～少子高齢化の克服による持続的な成長経路の実現～」 取材・文／児山雄介



し
ま
す
。
口
コ
ミ
で
地
域
住
民
や
知
事

も
顔
を
出
す
よ
う
に
な
り
、
行
政
と
の

窓
口
と
し
て
も
機
能
し
て
い
ま
す
。

　
さ
て
、
こ
れ
ま
で
の
地
域
連
携
は
、

い
わ
ば
「
海
兵
隊
」
の
よ
う
な
特
殊
部

隊
の
属
人
的
な
取
り
組
み
で
し
た
。
そ

れ
を
大
学
の
組
織
的
な
動
き
に
す
べ
く
、

2
0
1
8
年
度
よ
り
、
学
長
直
下
の
地

域
創
生
戦
略
企
画
室
を
立
ち
上
げ
ま
し

た
。
産
学
官
連
携
で
地
域
と
深
い
関
係

を
築
け
れ
ば
、
運
営
費
交
付
金
を
減
ら

さ
れ
た
と
こ
ろ
で
、
自
治
体
や
地
元
企

業
と
共
に
生
き
抜
い
て
い
け
る
手
応
え

を
得
て
い
ま
す
。
大
学
と
し
て
地
域
に

必
要
と
さ
れ
、
地
域
と
共
に
生
き
る
大

学
に
進
化
で
き
る
の
か
、
今
が
勝
負
時

で
す
。
少
子
高
齢
化
や
地
場
産
業
の
衰

退
と
い
っ
た
現
象
は
、
三
重
だ
け
で
な

く
、
ア
ジ
ア
各
国
で
も
同
様
に
起
こ
っ

て
い
る
こ
と
。
世
界
展
開
も
視
野
に
入

れ
て
、
地
域
連
携
に
よ
る
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
へ
と
、取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

　
高
校
卒
業
以
来
、
20
数
年
ぶ
り
に

戻
っ
た
故
郷
三
重
県
。
少
子
高
齢
化
や

グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
影
響
で
地
元
産
業
は

衰
退
し
、
第
二
次
産
業
中
心
の
北
部
と

第
一
次
産
業
中
心
の
南
部
と
の
間
で

は
、
生
活
格
差
が
生
じ
て
い
ま
し
た
。

企
業
か
ら
転
職
し
、
医
学
系
の
修
士
課

程
で
医
師
に
な
ら
な
い
学
生
を
指
導
し

て
い
た
私
は
、
そ
の
高
度
な
専
門
知
識

を
社
会
で
う
ま
く
生
か
せ
な
い
学
生
の

多
さ
に
問
題
を
感
じ
て
い
ま
し
た
。

　
大
学
の
研
究
を
社
会
で
利
活
用
し
、

社
会
の
変
化
に
呼
応
し
た
地
元
産
業
の

「
第
二
創
業
」
が
で
き
な
い
か
？  

地
域

の
成
長
の
阻
害
要
因
「
研
究
開
発
力
の

弱
さ
」
と
「
人
材
不
足
」
に
大
学
が
コ

ミ
ッ
ト
で
き
な
い
か
？  

と
考
え
、
２

０
０
９
年
に
立
ち
上
げ
た
の
が
、
地
域

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
学
研
究
科
で
す
。
専

門
性
を
、
ど
ん
な
地
域
資
源
と
組
み
合

わ
せ
て
社
会
に
生
か
す
か
、
教
員
と
共

同
研
究
し
な
が
ら
学
ぶ
場
で
す
。「
地

元
企
業
社
長
１
０
０
名
博
士
化
計
画
」

を
掲
げ
、
多
く
の
地
場
産
業
の
経
営
者

が
学
ん
だ
結
果
、
各
地
で
第
二
創
業
が

起
こ
っ
て
い
ま
す
。
今
で
は
彼
ら
の
実

践
が
本
学
の
地
域
連
携
の
一
部
を
成
し

て
い
ま
す
。

　
製
油
工
場
の
排
熱
を
利
用
す
る
国
内

最
大
級
の
野
菜
工
場
を
建
て
た
若
手
経

営
者
（
コ
ラ
ム
参
照
）
や
、
本
学
工
学

研
究
科
の
膜
合
成
技
術
を
応
用
し
て
、

世
界
か
ら
問
い
合
わ
せ
の
来
る
水
質
浄

化
装
置
を
開
発
し
た
水
質
管
理
会
社
の

経
営
者
ら
は
、本
研
究
科
修
了
生
で
す
。

　
か
つ
て
の
本
学
は
地
域
内
で
の
存
在

感
が
希
薄
で
し
た
。
教
員
の
多
く
は
地

元
に
関
心
を
持
た
ず
、
県
庁
は
県
外
の

大
学
を
頼
っ
て
い
ま
し
た
。
し
か
し
、

多
く
の
国
立
大
学
が
採
択
さ
れ
た
大
学

知
的
財
産
本
部
整
備
事
業
（
２
０
０
３

年
）を
逃
し
た
頃
に
危
機
感
が
生
ま
れ
、

手
弁
当
で
地
域
に
入
り
、
徐
々
に
実
績

と
信
頼
を
積
み
重
ね
、
よ
う
や
く
県
庁

は
じ
め
全
県
の
自
治
体
か
ら
相
談
を
持

ち
か
け
ら
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

　
現
在
は
、
県
内
行
政
の
シ
ン
ク
タ
ン

ク
機
能
も
果
た
し
て
い
ま
す
。
例
え
ば

南
部
の
あ
る
自
治
体
の
将
来
計
画
を
手

が
け
た
際
は
、
首
長
や
住
人
を
巻
き
込

み
、
人
口
を
維
持
す
る
た
め
の
行
政
の

あ
り
方
を
設
計
、
計
画
遂
行
の
支
援
ま

で
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　
２
０
１
１
年
に
は
私
も
発
起
人
と
な

り
、
地
域
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
学
会
を
設

立
し
ま
し
た
。
学
会
の
理
事
の
半
数
以

上
は
地
域
の
中
小
企
業
経
営
者
。
定
期

勉
強
会
で
は
、
地
域
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

学
研
究
科
を
修
了
し
た
企
業
人
も
参
加

2019 3-419 2019 3-4 18
取材・文／児山雄介　撮影／加納将人

にしむらのりひろ●三重県南伊勢町出身。1987年筑波大
学農林学類生物応用化学主専攻卒業、1995年博士（農学）
取得。学類卒業後、（株）神戸製鋼所研究員、（株）ジェネティッ
クラボ代表取締役社長などを経て、2004年に三重大学医学
部に着任。2013年副学長就任、2016年より現職。

特集●これからの地域連携

　先代である父親まで約100年間行っていた植木生産が
行き詰まり、東京から地元に戻った私は、第二創業としてトマ
ト栽培に踏み出しました。その頃、農業についてアドバイスを
求め、地域イノベーション学研究科の２期生として入学。ゲ
ノムによる品種改良について学び、６年間かけて博士号を
取得しました。今では世界中からトマトの品種を集めて改良
を加え、コンピュータシステムで生育環境を制御するハウス
栽培により、高収益の農業法人に生まれ変わっています。

　現代的な農業は、さまざまな専門家との連携が必要です。
三重大学とは今でも品種改良の共同研究を進めているほ

辻製油、三井物産との協業により立ち上げた、工場の排熱
を利用する野菜工場「うれし野アグリ」

か、エネルギー効率の検証など技術的な協力を得ています。
また、県や他大学の研究者、異業種との連携は、大学の橋
渡しがなければなし得ませんでした。プロジェクトのメンバーに
大学が名を連ねていることや博士号への信用力は大きく、私
のような若手でも大企業に話を持ち込むことができました。
　企業グループとしての売り上げは10億円を達成し、社員・
パート含め約300人の雇用を生み出せました。従業員には
地元の人間だけでなく、三重大卒の博士号を持つ外国人も
受け入れています。私自身も、農林水産省の委員会に呼ば
れたり、他の大学でも教育研究に携わるなど、活躍の場が広
がっています。大学には地域に埋もれているさまざまな可能
性を引き上げる役割を、今後も期待しています。

副学長（社会連携担当）
大学院地域イノベーション学
研究科教授 西村訓弘

地
元
産
業
の
第
二
創
業
支
援
と

自
治
体
の
シ
ン
ク
タ
ン
ク

「
専
門
性
＋
地
域
資
源
」
を

現
場
で
実
践
す
る
大
学
院

体
制
・
意
識
を
全
学
に
広
げ

地
域
創
生
大
学
の
旗
手
へ

協定を結んだ
主な連携先

コミットする
地域課題

特徴的な
取り組み、PJ

学生数／約6000人　
学部／人文、教育、医、工、生物資源　
大学院／人文社会科学、教育学、医学系、工学、生物資源学、地域イノベーション学
THE世界大学ランキング日本版2018／111-120位　    

三重県および、県内全29市町と協定締結

▶南部地域（第一次産業中心）における北部（第二次
産業中心）との生活格差拡大と人口減、高齢化▶地
域産業の経営改革（第二創業）に貢献できる高度人
材と、その基盤となる新技術の研究開発力不足

▶地域産業界と連携した人材育成と技術開発に特化
した大学院・地域イノベーション学研究科：地域企業
の経営者が社会人入学し、大学との共同研究を通じて
技術開発、新事業を創出（例：地域内連携による高収
益型農業の創出）▶「地域のシンクタンク」として地域
創生戦略企画室（SPORR）が県内各自治体に対し政
策提言（立案）と施策の実行▶教職員の自主的な地
域支援活動を支援する公募事業を行う

▶自治体からの委託料（政策提言、地域活性化プロ
ジェクト実行費用）▶補助金：地域イノベーション・エコ
システム形成プログラム（2017～2022年）、COC＋
▶大学独自の地域貢献支援事業予算確保

▶産学官連携活動推進のための「地域拠点サテライト」を県内に4か所設置（伊賀、東紀州、伊勢志摩、北勢）▶県内自治体との協定数：全自
治体（29市町）と協定を締結（達成済み）し、実施PJ数を年間87件に増加させる▶県内中小企業との共同研究100件（201３年）→国内最高レ
ベルの200件に（2021年）▶競争的資金の獲得：文科省地域イノベーション・エコシステム形成プログラム採択（総額約6.76億円）など

科学の力で高収益農業を実現。
大学との連携が生んだ
第一次産業イノベーション

家業を継ぎ、研究開発型のトマト農園として第二創業

研究支援、マッチング、信用の供与が大学の強み

（株）浅井農園代表取締役　浅井 雄一郎
甲南大学理学部卒業後、経営コンサルティング会社、環境ベンチャー企業などを経て、
2007年に家業を継ぐ形で浅井農園（津市）に就農、トマト農園へと業態を転換。
2016年、三重大学大学院地域イノベーション学研究科で博士号を取得。

Case Study

資金調達
（補助金含む）

指標

三
重
大
学

地
域
に
科
学
技
術
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
も
た
ら
す
た
め
の

大
学
院
と
戦
略
企
画
室（
シ
ン
ク
タ
ン
ク
）を
持
つ
三
重
大
学
。

取
り
組
み
の
成
果
と
今
後
の
課
題
を
聞
い
た
。

連携先に聞く！ トマト
栽培施設

蒸気・排熱
パイプライン

植物油脂
製造工場

バイオマス
ボイラー

産学官連携の三重大学モデル

地域社会
・産業界

地域活性化施策

地
域
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
推
進
機
構

支援

学
部
・
研
究
科

三重大学

プロジェクトA

プロジェクトB

プロジェクトC…実行
請負

政策提言

予算化

成果提供

地域志向の研究・教育の充実 活性化

参加
（学生・教員）●地域イノベーション学研究科

●人文学部・人文社会科学研究科
●教育学部・教育学研究科
●医学部・医学系研究科
●工学部・工学研究科
●生物資源学部・生物資源学研究科

室長（学長）

●産学官連携リスクマネジメント室
●知的財産統括室
●地域圏防災・減災研究センター
●先端科学研究支援センター
●オープンイノベーション施設
●卓越型研究施設
●キャンパス・インキュベータ

プロジェクト推進部門
プロジェクト企画部門

自治体
（三重県／
県内各市町）

●地域創生戦略企画室（SPORR）

研究成果
の集約

共同研究
の創出



出資株

出資株 委託成果
委託
支援（教員、学生、場所）成果

出資者（株主） 徳島大学

は
、
地
域
連
携
の
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
窓
口

で
受
け
付
け
た
相
談
や
要
望
な
ど
に
つ

い
て
、
各
部
局
の
特
色
を
生
か
し
な
が

ら
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
例
え
ば
、
徳

島
新
聞
社
、
徳
島
県
信
用
保
証
協
会
と

の
連
携
で
は
、
地
域
に
根
差
し
た
ス

モ
ー
ル
ビ
ジ
ネ
ス
養
成
講
座
「
ま
ち
し

ご
と
フ
ァ
ク
ト
リ
ー
」
を
実
施
し
て
い

ま
す
し
、「
創
造
的
過
疎
」
の
考
え
の

も
と
に
町
づ
く
り
を
進
め
る
神
山
町
で

は
、
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
を
推
進
す
る
グ

ロ
ー
バ
ル
型
地
方
人
材
育
成
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

　
住
民
の
高
齢
化
に
よ
る
地
域
の
衰
退

は
深
刻
な
問
題
で
す
が
、
地
域
や
大
学

が
持
つ
強
み
を
生
か
す
こ
と
で
、
創
造

的
未
来
を
描
く
こ
と
は
可
能
で
し
ょ

う
。
本
学
で
は
今
後
も
、
大
学
の
使
命

で
あ
る
「
社
会
貢
献
」
を
通
じ
て
、
地

域
と
共
に
、
高
齢
化
を
全
て
の
人
が
幸

せ
に
な
る
チ
ャ
ン
ス
に
変
え
る
こ
と
に

邁
進
し
て
い
き
ま
す
。

　
徳
島
県
で
は
高
齢
化
が
い
ち
早
く
進

ん
で
お
り
、
高
齢
化
率
は
32
・
4
％
と

全
国
で
５
番
目
の
高
さ
で
す
。

2
0
1
4
年
8
月
に
「
地
域
と
共
に
未

来
へ
歩
む
徳
島
大
学
宣
言
」を
発
表
し
、

持
続
可
能
な
社
会
の
実
現
を
本
学
の
最

重
要
使
命
と
し
た
の
は
、
そ
う
し
た
背

景
が
あ
り
ま
す
。
現
在
、「
創
造
的
超

高
齢
社
会
」
を
コ
ン
セ
プ
ト
に
掲
げ
、

県
と
連
携
し
て
進
め
て
い
る
「
地
方
大

学
・
地
域
産
業
創
生
事
業
」
で
は
、
本

学
が
強
み
を
持
つ
光
関
連
の
研
究
分
野

で
、
産
業
振
興
、
若
者
雇
用
創
出
を
め

ざ
し
て
い
ま
す
。
　

　
こ
の
他
に
も
、
地
方
創
生
に
向
け
て

本
学
で
は
、「
新
産
業
創
出
」
と
「
地

域
の
活
性
化
」に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

　
新
産
業
創
出
で
は
、
研
究
成
果
を
早

急
に
事
業
化
し
や
す
い
組
織
体
制
の
構

築
が
肝
要
で
す
。
そ
こ
で
産
官
学
連
携

体
制
を
進
化
さ
せ
、
学
内
特
区
「
徳
島

大
学
産
業
院
」（
以
下
、
産
業
院
）
を

２
０
１
８
年
４
月
に
開
設
し
ま
し
た
。

　
そ
の
モ
デ
ル
は
大
学
病
院
で
す
。
大

学
病
院
で
は
、
医
学
部
等
で
の
研
究
成

果
を
生
か
し
た
治
療
を
行
い
収
益
を
上

げ
、
研
究
と
治
療
と
資
金
の
好
循
環
を

形
成
し
て
い
ま
す
。
同
様
に
産
業
院
で

は
、
さ
ま
ざ
ま
な
分
野
の
研
究
と
社
会

実
装
と
資
金
の
好
循
環
を
形
成
し
、
研

究
成
果
の
事
業
化
・
産
業
化
を
独
立
採

算
的
に
行
う
こ
と
を
狙
っ
て
い
ま
す
。

　
産
業
院
に
は
、「
研
究
開
発
事
業
部

門
」
と
「
企
画
戦
略
部
門
」
の
２
つ
の

部
門
が
あ
り
ま
す
。
研
究
開
発
や
大
学

発
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
設
立
等
を
推
進
す

る
「
研
究
開
発
事
業
部
門
」
で
は
、
ベ

ン
チ
ャ
ー
設
立
な
ど
産
学
連
携
に
実
績

の
あ
る
本
学
教
員
4
人
の
他
、
特
区
な

ら
で
は
の
弾
力
的
な
人
事
制
度
で
招
聘

し
た
企
業
の
研
究
者
4
人
も
在
籍
し
、

事
業
化
に
向
け
た
研
究
を
行
っ
て
い
ま

す
。「
企
画
戦
略
部
門
」
は
各
研
究
の

特
許
戦
略
や
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
支
援
の

他
、
新
規
事
業
の
企
画
立
案
な
ど
を

担
っ
て
い
ま
す
。
こ
こ
で
は
、
地
域
の

ニ
ー
ズ
と
研
究
シ
ー
ズ
を
結
び
つ
け
る

た
め
、
阿
波
銀
行
に
も
協
力
を
い
た
だ

い
て
い
ま
す
。

　
事
業
化
に
あ
た
っ
て
は
資
金
調
達
が

課
題
で
す
。
こ
れ
に
つ
い
て
は
学
外
に

（
一
社
）
大
学
支
援
機
構
を
立
ち
上
げ
、

ク
ラ
ウ
ド
フ
ァ
ン
デ
ィ
ン
グ
で
資
金
を

募
っ
て
い
ま
す
。
今
後
は
産
業
院
発
の

新
規
事
業
を
管
理
運
営
す
る
（
株
）
産

業
院
を
設
立
し
、
そ
こ
で
出
資
者
を
集

め
、
株
の
寄
附
に
よ
り
資
金
を
大
学
に

還
元
さ
せ
る
計
画
も
あ
り
ま
す
。

　
一
方
で
、
地
域
の
活
性
化
に
つ
い
て

徳
島
大
学

2019 3-421 2019 3-4 20
取材・文／本間学　撮影／千葉大輔

よしだかずふみ●1979年中央大学法学部法律学科卒業。
1981年徳島県入庁。県民環境部地域振興局地方分権推
進課長、県民環境部地域振興局市町村課長、企画総務部副
部長、監察局長、農林水産部長などを経て、2014年４月より
現職。

特集●これからの地域連携

理事（地域・産官学連携担当）
副学長 吉田和文

学
内
特
区
で
行
う「
新
産
業
創
出
」と

全
学
で
支
援
す
る「
地
域
の
活
性
化
」

大
学
病
院
が
モ
デ
ル
の

産
業
院
で
新
産
業
創
出

全
学
的
に
多
拠
点
で

取
り
組
む
地
域
の
活
性
化

高
齢
化
が
進
む
徳
島
県
に
所
在
す
る
大
学
と
し
て
、

地
域
の
創
造
的
な
未
来
づ
く
り
に
取
り
組
ん
で
い
る
徳
島
大
学
。

現
在
の
取
り
組
み
、地
域
と
の
関
わ
り
方
に
つ
い
て
話
を
聞
い
た
。

学生数／約7500人　
学部／総合科、医、歯、薬、理工、生物資源産業
大学院／総合科学教育部、医科学教育部、口腔科学教育部、薬科学教育部、栄養生命科学教育部、保健科学教育部、
　　　　先端技術科学教育部、社会産業理工学研究部、医歯薬学研究部    

　当行は、2013年２月に徳島大学と産学連携の推進など
を目的とした連携協定を締結しました。最初の８か月間は待
ちの姿勢であったため、企業との面談は３社だけでしたが、
大学と個別企業訪問を始めたことにより、最初の１か月だけ
で12社の面談と、6件の共同研究を実現できました。
　銀行が知る企業の特性、大学の研究開発リソースを互
いに持ち寄り、企業の課題解決を共に行う当事者として行
動したことで、成果につながったと考えています。
　この連携では顧客企業に対して技術面からも課題解決
支援ができることにメリットを感じます。私は今、徳島大学産
業院の招聘教授も務めており、産学連携の当事者の一人
として、地域産業の発展に寄与したいと考えています。

お互いの“得意”を持ち寄り、企業の課題解決に取り組む 大学の「知識」と新聞社の「情報」を生かした地域での連携
　地元新聞社として、地域の人たちが地域の発展に向け
て取り組む様子を取材・報道するだけでなく、一緒に汗をか
いて活動し、徳島を元気にしていきたいというのが、当社の
地域連携に対する思いです。
　徳島大学と当社は、２０１４年に地域貢献の推進に向け
た連携協定を締結しました。そして、２０１５年からは地域で
の起業や担い手の育成を支援する「まちしごとファクトリー」
を共に展開しています。この事業では幅広い世代の人たち
が集まり交流します。私たちも一緒に「徳島の可能性」につ
いて考えています。大学の「知識」と新聞社の「情報」と
いった、それぞれの強みを生かしながら、地域力の向上に貢
献していきたいと思っています。

Case Study

主な連携先
（株）産業院の設置案（検討中）

コミットする
地域課題

特徴的な
取り組み、PJ

徳島県、県内のLED関連企業、県内経済団体、農業
協同組合中央会、県内金融機関等

地方を担う若者が大幅に減少する中、“光”をめざして
若者が集う徳島の実現に向け、若者の修学・就業の
促進、光関連産業をはじめとした地域の活力の向上、
持続的な発展をめざす

▶次世代光科学研究拠点として、「ポストLEDフォトニ
クス研究所」設置。光科学のトップレベル研究者を招
聘しポストLEDに関する研究・開発を実施する
▶ 分 野 横 断 型 大 学 院「 創 成 科 学 研 究 科 」設 置

（2020年）。さまざまな分野で光科学を活用できる人
材を育成する
▶産官学共同研究促進のため「地域協働技術セン
ター」設置。光応用製品・技術の社会実装をめざす

▶平成30年度「地方大学・地域産業創生交付金」（約
5～6億円×５年間）▶クラウドファンディングの活用
▶外部研究資金（産業界との連携）等

▶光関連産業の製造品出荷額等の増加額1700億円（2017年：4500億円→2027年：6200億円）▶光関連産業の雇用者数の増加数5300
人（2017年：1万1200人→2027年：1万6500人）▶専門人材育成プログラム受講生の地元就職・起業数累計125人（2027年）▶国際光工
学会における教員数あたりの発表数2.5倍（2027年）

資金調達
（補助金含む）

指標

＊3 寄附者の意向を尊重して株式（新規予約権）等を受け入れることは法的に可能。
ただし、50％を越えてはいけない。
＊4 企業が独り立ちできるまで育てる場所

株（寄附）

所有企業
プロジェクトD

所有企業
プロジェクトB

所有企業
プロジェクトC

所有企業
プロジェクトA

一般社団法人
大学支援機構

クラウドファンディング
クラウドソーシング

企業
自治体

連携

（株）産業院（案）は企業の再生と創生に貢献

知識と情報で
地域の発展に
貢献
一般社団法人徳島新聞社 事業局
地域連携推進室  橋本真味

課題解決の
当事者として
共に行動
阿波銀行 営業推進部 地方創生推進室
副部長  里 正彦

連携先に聞く！

し
ょ
う
へ
い

＊1 「平成30年版高齢社会白書（全体版）」内閣府より
＊2 過疎化を与件として受け入れ、外部から若者やクリエイティブな人材を誘致することで人口構造・人口構成を変化させ、多様な働き方や職種の
     展開を図ることで働く場としての価値を高め、農林業だけに頼らない、バランスのとれた持続可能な地域をつくろうという考え方。

＊1

産業院
（株）産業院の株（最大49％）を所有＊3

（株）産業院（案）
スタートアップスタジオ

企業創生、企業の新規事業

株の10％以上を大学
に寄附していただく

企
業
ユ
ー
テ
ラ
ス

＊2

「次世代“光”創出・応用による産業振興・若者雇用創出計画」

＊4



ま
で
は
中
央
か
ら
の
視
点
だ
っ
た
の

が
、
地
域
で
の
方
言
の
発
想
に
つ
い
て

も
取
り
組
む
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

　
は
じ
め
て
5
年
目
、
自
治
体
か
ら
の

相
談
が
増
え
、
よ
う
や
く
地
元
か
ら
頼

ら
れ
る
存
在
に
な
っ
た
こ
と
を
実
感
し

て
い
ま
す
。
と
い
う
の
も
、
自
治
体
は

以
前
、
相
談
事
は
都
市
部
の
大
学
に
持

ち
込
ん
で
い
た
か
ら
で
す
。
あ
る
自
治

体
の
方
か
ら
は
「
皇
學
館
大
学
は
、
こ

ん
な
に
も
一
緒
に
活
動
し
て
く
れ
る
大

学
だ
っ
た
ん
で
す
ね
」
と
驚
か
れ
ま
し

た
。

　
C
O
C
事
業
と
し
て
の
活
動
は

2
0
1
8
年
度
で
終
了
し
ま
す
が
、
こ

の
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
継
続
し
て
い
き

ま
す
。
多
く
の
教
職
員
が
「
大
学
も
地

域
で
生
き
る
構
成
員
」
と
い
う
思
い
を

強
く
し
て
い
る
中
、
本
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

学
修
成
果
を
測
っ
て
根
拠
を
示
す
こ
と

で
、
さ
ら
に
全
学
レ
ベ
ル
で
の
取
り
組

み
を
め
ざ
し
て
い
き
ま
す
。

　
本
学
が
地
域
連
携
に
力
を
入
れ
る
よ

う
に
な
っ
た
の
は
C
O
C
事
業
へ
の
応

募
が
き
っ
か
け
で
す
。
こ
れ
ま
で
も
学

生
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
や
市
民
講
座
の
提

供
、
自
治
体
の
審
議
会
等
へ
の
委
員
の

派
遣
な
ど
、〝
お
手
伝
い
〞
は
し
て
い

ま
し
た
。
が
、
学
生
の
出
身
地
や
就
職

先
の
7
割
は
地
元
の
大
学
と
し
て
、
地

域
連
携
は
こ
の
ま
ま
で
い
い
の
か
？

―
―
人
文
社
会
系
の
大
学
の
た
め
、
モ

ノ
づ
く
り
で
は
貢
献
は
で
き
ま
せ
ん
。

し
か
し
、
人
づ
く
り
な
ら
し
て
い
る
。

議
論
の
末
、
C
O
C
事
業
を
通
じ
て
、

地
域
と
共
に
「
地
元
で
生
活
し
地
域
の

課
題
を
主
体
的
に
と
ら
え
て
考
え
抜
く

人
材
」
を
育
て
る
「
伊
勢
志
摩
定
住
自

立
圏
共
生
学
」
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
開

発
す
る
こ
と
に
し
ま
し
た
。

　
こ
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
１
年
次
は
必
修

で
地
域
が
持
つ
資
源
や
直
面
す
る
課
題

に
つ
い
て
学
び
、
学
年
が
進
む
に
つ
れ

地
域
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
を
行
う
な
ど

実
践
的
な
内
容
に
な
っ
て
い
ま
す
。
地

域
に
は
授
業
に
つ
い
て
意
見
を
も
ら
う

ほ
か
、
講
師
や
場
の
提
供
な
ど
自
治
体

職
員
や
市
民
の
協
力
を
得
て
い
ま
す
。

　
も
う
一
つ
の
目
玉
の
取
り
組
み
は
、

課
外
活
動
の
C
L
L
活
動
で
す
。
自
治

体
か
ら
依
頼
を
受
け
て
学
生
が
地
域
の

課
題
解
決
に
あ
た
り
ま
す
。
こ
う
し
た

活
動
は
、
若
者
目
線
で
の
ア
イ
デ
ア
出

し
や
〝
お
手
伝
い
〞
で
終
わ
っ
て
し
ま

う
ケ
ー
ス
も
多
い
の
で
す
が
、
本
学
は

こ
れ
を
「
学
生
の
成
長
に
つ
な
げ
る
学

修
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
と
位
置
づ
け
て
い
ま

す
。
そ
の
た
め
、
自
治
体
に
は
活
動
申

込
書
に「
ど
の
よ
う
な
力
が
つ
く
の
か
」

「
ど
の
よ
う
な
成
長
が
見
込
ま
れ
る
の

か
」
を
明
記
し
て
も
ら
っ
て
い
ま
す
。

　
例
え
ば
、
伊
勢
市
議
会
か
ら
の
「
み

ん
な
の
声
を
聞
く
に
は
？
P
J
」で
は
、

若
者
世
代
の
市
政
へ
の
関
心
を
高
め
る

と
い
う
課
題
に
つ
い
て
、
学
生
が
議
員

と
討
論
を
重
ね
、
実
際
に
高
校
生
議
会

設
置
の
立
案
ま
で
行
い
ま
し
た
。
こ
の

P
J
で
は
、
現
実
の
課
題
に
つ
い
て
、

自
分
た
ち
で
解
決
策
を
考
え
抜
い
て
提

案
す
る
力
や
、
議
員
な
ど
社
会
人
と
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
取
り
方
を
学

ぶ
こ
と
が
で
き
た
よ
う
で
す
。

　
こ
れ
ら
の
活
動
を
経
て
、
行
動
力
が

つ
い
た
学
生
た
ち
が
地
元
新
聞
社
へ
イ

ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
を
自
ら
申
し
込
ん
だ

り
、
特
産
品
づ
く
り
に
携
わ
っ
た
県
外

出
身
の
学
生
が
そ
の
町
に
就
職
し
た
り

な
ど
、
新
た
な
動
き
も
出
て
い
ま
す
。

教
員
も
研
究
テ
ー
マ
と
し
て
地
域
に
関

心
が
向
く
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
私
自

身
も
専
門
の
日
本
語
に
つ
い
て
、
こ
れ

皇
學
館
大
学
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取材・文／本間学　撮影／清水光市

さいとうたいら●三重県伊勢市出身。1992年皇學館大学大
学院文学研究科博士後期課程退学。1992年皇學館大学助
手。2000年皇學館大学文学部講師、2004年同助教授、
2013年同教授・教育開発センター長。専門は日本語学。

特集●これからの地域連携

　皇學館大学のCLL活動が地域の活性化や課題解決に
つながっているのは間違いなく、学生は自治体の課題に取り
組むアクティブ・シチズンです。例えば伊勢市が進める観光
施策の一つ、バリアフリー観光では、障がい者・高齢者への

“おもてなしヘルパー”のしくみづくりに関わっていただき、また
多くの観光客が訪れる伊勢神宮内宮周辺での観光防災の
取り組みにも参画いただいたりしています。一方、インバウン
ドについては、伊勢の文化に関心の高い欧米人向けの情
報発信に、大学の学術的研究が活用できるだけでなく、外
国人留学生や海外協定校を通じた伊勢市のPR活動にも
期待しています。

CLL活動「伊勢おはらい町防災プロジェクト」の様子。災害
時の観光客の避難など、観光危機管理に取り組む

　こうなる以前の皇學館大学は、実は市にとっては敷居が
高く、相談事があってもどこに声をかけていいのかわからない
存在でした。COC事業をきっかけに、今では市の問題を気
軽に相談できる身近な存在です。また何より、中心部でさえ
高齢者が3割を超えるこの町の中に、こんなにも活気ある若
者が学ぶ大学があった、伊勢市は実は大学の町だったこと
に改めて気づかされました。助けてもらうばかりでなく、市の課
題に取り組むことで、学生さんたちには、物事を見る目やコ
ミュニケーション能力、行動力もつくのではないかと思いま
す。COC事業では３市５町が集まる運営会議もあるため、大
学を交えた市町間の情報交換の場にもなっています。

教育開発センター長
文学部教授 齋藤平

主
体
的
に
地
元
の
課
題
解
決
を
行
う

教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
構
築

人
づ
く
り
を
軸
に
し
た

伊
勢
志
摩
圏
域
と
の
連
携

「
地
域
の
構
成
員
」
と
し
て

果
た
す
大
学
の
役
割

伊
勢
志
摩
圏
域
３
市
５
町
と
連
携
し
、地
域
を
支
え
る

人
材
育
成
の
た
め
の
教
育
に
力
を
入
れ
る
皇
學
館
大
学
。

取
り
組
み
に
至
る
背
景
と
今
後
の
展
開
を
聞
い
た
。

主な協定を
結んだ連携先

「伊勢志摩定住自立圏共生学」教育プログラム

コミットする
地域課題

特徴的な
取り組み、PJ

「伊勢志摩定住自立圏共生学」運営会議

「伊勢志摩共生学」
全学共通科目（必修科目）

学部横断的な副専攻プログラム

学生数／約3000人　
学部／文、教育、現代日本社会　
大学院／文学、教育学
専攻科／神道    

伊勢志摩圏域の３市５町（伊勢市、鳥羽市、志摩市、
玉城町、度会町、大紀町、南伊勢町、明和町）

卒業生の7割が三重県内で就職する大学として、少
子高齢化による地域の衰退が最も進む地域の中で、
1次産業関連事業やいわゆる6次産業、観光業、行政
職等、その他地域振興事業に情熱と意欲をもって従
事する地域人材「アクティブ・シチズン」の養成

▶「伊勢志摩定住自立圏共生学」教育プログラムに
よる地域人材育成。1年次：全学必修共通科目として

「伊勢志摩共生学」、2年次：学部横断副専攻プログ
ラム「伊勢志摩定住自立圏共生学」（4科目）、３年次
以降の選択必修科目「伊勢志摩共生学実習」（地域
インターンシップ）、3・4年次：各学科専門科目と圏域
の課題解決学修の総合化「プロジェクト研究」▶CLL
活動：圏内の地域での課題解決の取り組みに学生も
共に参加する課外の学修プログラム

▶平成26年度地（知）の拠点整備事業（COC）

▶地域をテーマとした卒業研究数40件（2014年）→65件（2017年）▶連携自治体内での就職者数60名（2014年）→79名（2017年）▶地域
志向の科目数：10科目（2014年）→25科目（2017年）▶地域志向研究の取り組み件数：24件（2014年）→46件（2017年）

学生の活動・提案が政策に。
課題の観光、高齢化を
大学と共に解決

学生は市の課題を解決するアクティブ・シチズン

連携先に聞く！

学生の街としての伊勢市、気軽に相談しあえる関係に

伊勢市役所 情報戦略局参事兼企画調整課課長　辻 浩利
1985年伊勢市役所入庁。
総合戦略、伊勢志摩定住自立圏、まち・ひと・しごと創生総合戦略などを担当。

Case Study

資金調達
（補助金含む）

指標

伊勢市・鳥羽市・志摩市・玉城町・度会町・大紀町・南伊勢町・明和町
プログラムの立案・実施

「伊勢志摩定住自立圏共生学」
（4科目）

選択必修科目
「伊勢志摩共生学実習A～D」

（地域インターンシップ）

卒業研究
「プロジェクト研究Ⅰ・Ⅱ」

学びの体系

3年生～

3・4年生

2年生～

1年生

＊1 Community Learning Labo

＊1



ＣＯＣ事業の連携推進会議の実施体制

形
で
数
多
く
の
接
点
を
設
け
た
こ
と
も

あ
り
、Ｃ
Ｏ
Ｃ
事
業
開
始
時
に
31
・
３
％

だ
っ
た
県
内
就
職
率
は
、
２
０
１
７
年

度
に
41
・
７
％
ま
で
伸
び
ま
し
た
。

　
し
か
し
実
は
大
学
と
し
て
の
一
番
の

収
穫
は
、
教
員
の
変
化
で
す
。
住
民
と

接
し
な
が
ら
実
践
を
重
ね
る
学
生
た
ち

の
目
の
輝
き
は
キ
ャ
ン
パ
ス
内
と
は
比

べ
も
の
に
な
ら
ず
、
彼
ら
の
成
長
を
目

に
見
え
て
実
感
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し

た
。
学
生
た
ち
の
意
欲
の
高
ま
り
に
対

し
て
、
教
育
に
つ
い
て
も
中
途
半
端
な

準
備
で
は
学
生
の
真
剣
さ
に
対
応
で
き

ま
せ
ん
。
自
然
と
教
育
の
質
が
高
ま
る

F
D
に
近
い
効
果
も
現
れ
て
い
ま
す
。

　
課
題
は
、
地
域
か
ら
の
ニ
ー
ズ
の
大

き
さ
故
の
、
引
き
際
の
難
し
さ
で
す
。

教
育
効
果
を
考
え
れ
ば
、
一
か
所
で
同

じ
取
り
組
み
を
長
年
続
け
る
こ
と
は
望

ま
し
く
あ
り
ま
せ
ん
。
取
り
組
み
終
了

後
も
地
域
が
自
立
的
に
活
性
化
で
き
る

方
法
を
探
っ
て
い
ま
す
。

　
本
学
の
地
域
連
携
の
核
と
な
る
大
学

Ｃ
Ｏ
Ｃ
事
業
で
は
、
豊
か
な
心
と
課
題

解
決
力
を
持
っ
た
地
域
創
生
人
材
「
お

お
い
た
、
つ
く
り
び
と
」
を
育
成
し
て

い
ま
す
。
育
成
の
ベ
ー
ス
は
、
３
段
階

の
学
修
サ
イ
ク
ル
。
１
年
次
に
「
体
験

交
流
活
動
」
と
し
て
、
何
は
と
も
あ
れ

地
域
に
出
る
。
そ
の
経
験
を
基
に
２
年

次
以
降
、
座
学
で
「
課
題
解
決
に
必
要

な
知
識
の
修
得
」を
行
う
。
そ
し
て
３
、

４
年
次
に
再
び
地
域
に
出
て
、「
課
題

解
決
型
学
修
」
を
実
践
し
ま
す
。

　
こ
の
サ
イ
ク
ル
の
肝
は
１
年
次
の

「
体
験
交
流
活
動
」で
す
。
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
活
動
な
ど
を
通
し
て
学
生
は
、「
意

外
と
地
域
の
こ
と
を
知
ら
な
い
」「
社

会
経
験
が
な
い
の
で
、
う
ま
く
振
る
舞

え
な
い
」
と
い
っ
た
こ
と
に
気
づ
き
ま

す
。
す
る
と
そ
の
後
は
不
足
を
補
お
う

と
、
目
的
意
識
を
持
っ
て
座
学
に
臨
む

よ
う
に
な
り
ま
す
。
ま
た
、
こ
の
活
動

を
通
し
て
地
域
の
人
々
も
、
未
熟
な
面

が
多
い
学
生
を
育
て
る
気
持
ち
で
受
け

入
れ
て
く
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

　
Ｃ
Ｏ
Ｃ
事
業
の
パ
ー
ト
ナ
ー
で
あ
る

大
分
県
、
大
分
市
、
豊
後
大
野
市
と
は

年
に
２
回
の
「
連
携
推
進
会
議
」
を
開

催
。
学
び
を
深
め
る
た
め
の
現
場
を
紹

介
し
て
も
ら
っ
た
り
、
逆
に
自
治
体
か

ら
課
題
を
抱
え
る
現
場
を
提
案
さ
れ
た

り
と
、
ニ
ー
ズ
と
シ
ー
ズ
を
適
合
さ
せ

る
場
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
２
０
０
０
年
代
に
入
っ
て
か
ら
本
学

は
入
学
者
数
の
減
少
が
顕
著
と
な
り
、

建
学
の
精
神「
産
学
一
致
」に
立
ち
返
っ

た
新
た
な
学
び
の
形
を
模
索
し
て
い
ま

し
た
。
地
域
体
験
を
軸
と
し
た
教
育
改

革
を
行
う
案
が
固
ま
り
つ
つ
あ
る
頃
、

ち
ょ
う
ど
Ｃ
Ｏ
Ｃ
事
業
の
公
募
告
知
が

な
さ
れ
ま
し
た
。
地
域
に
協
力
を
仰
ぐ

際
は
、「
採
択
さ
れ
な
く
て
も
改
革
は

実
行
す
る
。
採
択
さ
れ
た
場
合
は
補
助

金
事
業
終
了
後
も
取
り
組
み
を
続
け

る
」
と
宣
言
し
ま
し
た
。
こ
れ
が
地
域

に
好
意
的
に
受
け
止
め
ら
れ
、
信
頼
を

築
く
第
一
歩
と
な
っ
た
の
で
す
。

　
学
生
が
各
自
治
体
に
出
向
い
て
学
修

成
果
の
報
告
を
行
う
よ
う
に
な
っ
た
こ

と
も
、地
域
と
の
距
離
を
縮
め
ま
し
た
。

学
生
を
ゲ
ス
ト
扱
い
す
る
の
で
は
な
く

地
域
と
し
て
学
生
を
育
て
る
視
点
か

ら
、
よ
か
っ
た
点
、
不
十
分
だ
っ
た
点

を
率
直
に
述
べ
て
も
ら
え
て
い
ま
す
。

　
学
生
の
地
域
を
見
る
目
も
変
わ
り
ま

し
た
。「
少
子
高
齢
化
」
が
ピ
ン
と
こ

な
い
学
生
も
、
現
場
に
入
る
と
そ
の
意

味
が
ふ
に
落
ち
て
、
や
る
べ
き
こ
と
が

見
え
て
き
ま
す
。
地
元
企
業
と
は
初
年

次
か
ら
会
社
訪
問
や
ゲ
ス
ト
講
師
等
の
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取材・文／児山雄介　撮影／福山哲

よしむらみつのり●2003年広島大学大学院工学研究科環
境工学専攻博士課程後期修了。同年日本文理大学工学部
講師に着任。基礎学力支援センター長、人間力育成センター
長などを経て2014年建築学科教授、学長室長に。2017年よ
り教育推進センター長。研究分野は交通計画・まちづくりなど。

特集●これからの地域連携

　大分県は集落の小規模・高齢化の問題が他の自治体よ
りも早く顕在化したため、２００８年には「小規模集落対策元
年」として、全国に先駆けて県レベルで対策を行う方針を打
ち出しました。行政から見ると、若者の力と研究力を持つ大
学は小規模集落の維持・活性化に取り組むうえで非常に魅
力的な存在です。日本文理大学から、今後の大学のあり方
を考える中でパイロットケースとして集落に入りたいというお
話があった頃、県も大学との連携を模索していました。地域
の課題解決を教育・研究の素材にするという発想には驚い
たものの、めざす目的は同じ。すぐに意気投合しました。
　若者の力や研究力を生かした課題へのアプローチは行政

豊後大野市千歳地区の交流活動拠点、楽らく広場「ひょう
たん」では、学生が七夕会などのレクリエーション活動を企画

にはできません。一方で、行政には地域の情報があり、大学
に現場を紹介したり、他人が集落に来ることに不安を感じる
住民と顔つなぎをしたりはできます。豊後大野市をはじめ学
生が活動した集落からは「住民の顔が変わり、生き生きして
きた」と言われるほど、今や大学は頼りになる存在です。

　日本の大学は大都市も地方も同じ方向を向いていて、ア
メリカのコミュニティ・カレッジのように研究成果を地域に活
用し、地域を支える人材を育てるというスタイルが少ない気
がします。行政、企業、住民と共に大学が、それぞれ得意分
野を持つ「同志」として、地域の発展に寄与する役割を持つ
ようになってくれれば、これほど心強いことはありません。

学長室長
教育推進センター長
工学部建築学科教授 吉村充功

教
育
効
果
を
高
め
る

地
域
を
軸
と
し
た
学
修
サ
イ
ク
ル

１
年
次
の
地
域
体
験
が

学
び
の
意
欲
を
引
き
出
す

地
域
、学
生
、教
員

そ
れ
ぞ
れ
に
現
れ
た
変
化

協定を結んだ
主な連携先

コミットする
地域課題

特徴的な
取り組み、PJ

学生数／約2300人　
学部／工、経営経済　
大学院／工    

大分県、大分市、豊後大野市、佐伯市
※協定は質を重視し、厳選する方針。
　連携先自体は県全域にわたる

▶小規模・高齢化が深刻な集落におけるコミュニティ
の維持・活性化▶人口減少社会を支えるための先進
的な“ものづくり”▶自然の積極的な活用による保全と
地域活性化（観光・教育）▶商店街の活性化による地
域振興▶健康増進・生活支援によるコミュニティの維
持▶NPO法人の活動・経営支援▶地域ブランドの発
掘による交流人口の増加・産業の活性化（６次化）

上記課題に対して52プロジェクト（2018年度）を実施
▶豊後大野市大野町土師地区における住民と学生に
よる地域コミュニティ維持活動▶地域に生きるものづく
りの取り組み▶地域資源を活用した観光プロモーション
活動▶総合型地域スポーツクラブの教室・イベントを通
した教育実践活動▶地域活性化プロジェクト「楽・楽マ
ルシェ」の取り組み▶動画ニュース制作「地域の芽、学
生の目 NBUビデオ通信」など

▶補助金：ＣＯＣ事業（2014年度）、私立大学等改革
総合支援事業

▶地域志向科目数：26科目（2014年）→270科目（2018年）▶県内就職率：31.3％（2014年）→41.7％（2017年）▶地域志向の
ゼミ活動状況：22件（2015年）→34件（2018年）▶ＣＯＣ事業プロジェクトの進捗：31プロジェクト（2015年）→52プロジェクト

（2018年）▶県民の自学に対する当事業分野の地域貢献度の評価：26.9％（2014年）→55.0％（2018年）▶地域向け公開講座数
ほか、地域志向科目を履修した学生の満足度、ジェネリックスキルの育成（外部アセスメントによる測定）など

目的が一致して意気投合
互いの強みを生かし合い
人口減少・高齢化に立ち向かう

深刻な地域課題に対する驚きの提案

地域を支える同志として歩みを共にしたい

大分県企画振興部 審議監兼政策企画課長　磯田 健
1987年大分県採用、行政改革や地域振興等を経験。
2014年企画振興部観光・地域局観光地域振興課参事。
2015年同局地域活力応援室長、2016年企画振興部政策企画課長、2018年より現職。

Case Study
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連携先に聞く！

工学部

経営経済学部

産学官民連携推進センター

大分県担当部局

大分市担当部局

人間力育成センター

学長
（学長室）

連携推進会議
（議長：学長）

豊後大野市担当部局
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北陸経済連合会、富山県商工会議所連合会、富山
県経営者協会、富山県薬業連合会等

各務原市、岐阜県研究開発財団、川崎重工業（株）
航空宇宙システムカンパニー、ナブテスコ（株）航空宇
宙カンパニー、恵那機器（株）、（株）水野鉄工所、日本
プレス工業（株）、川崎岐阜協同組合、（株）大垣共立
銀行、（株）十六銀行

日立金属（株）、ＳＵＳＡＮＯＯ、協同組合島根県鐵工
会、（株）山陰合同銀行等

中国経済連合会、広島県商工会議所連合会、
（株）広島銀行

とくしま産業振興機構、日亜化学工業（株）、日本フネ
ン（株）、徳島県商工会議所連合会、徳島県商工会
連合会、徳島県中小企業団体中央会、徳島経済同
友会、徳島県経営者協会、徳島県農業協同組合中
央会、（株）阿波銀行、（株）徳島銀行、（株）日本政策
金融公庫、徳島県信用保証協会

高知県農業協同組合中央会、高知県園芸農業協同
組合連合会、高知県工業会、（株）四国銀行、（株）高
知銀行、高知県IoT推進ラボ研究会

北九州産業学術推進機構、（株）安川電機、（株）福
岡銀行等

▶「世界の薬都」スイス・バーゼル地域をモデルに、「くすりのとやま」のブランドを確
立すべく、富山大学、富山県立大学、県薬事総合研究開発センター、県薬業連合
会等が連携。製剤分野、創薬分野（免疫学）等に重点化し、医薬品生産金額1兆
円をめざす

▶航空宇宙産業の地域中核産業としての発展と、同産業に関連する就業者の増
加、特に若者雇用の創出を図るため、人材育成・研究開発拠点「航空宇宙生産
技術開発センター」を岐阜大学に整備し、国内初となる航空宇宙産業の生産技
術に関する体系的な教育と生産技術の最先端研究を実施する

▶「光科学を学ぶなら徳島！」「光産業を仕事にするなら徳島！」と“光”をめざして若
者が集う徳島の実現に向け、若者の修学および就業の促進、光関連産業をはじめ
とした地域の活力の向上および持続的な発展、地方創生の実現を図るため、現
状・課題をふまえ、中長期的な地域の将来像を描き、その実現のために、地域の産
学金官の各主体が総力を挙げ一丸となって達成をめざす

▶「次世代型施設園芸システム」を、多様な園芸作物の生理・生育情報のＡＩによ
る可視化と利活用を実現する「ＩｏＰ（Internet of Plants）」等の最先端の研究に
より、「Next次世代型」として飛躍的に進化▶作物生産を決定づける光合成等の
生理情報に基づく生育予測や営農管理等を可能とすることで、本県の施設園芸
農業の「超高収量・高品質化」「超省力化・省エネルギー化」「高付加価値化」を
促進し、若者が夢や希望を叶えられる持続可能な産業として飛躍的な発展を図る
▶農業分野において、政府が掲げる「Society5.0」の実現につなげる▶Next次
世代型ハウスに装備する機器やシステムを開発し、県内だけでなく、県外・海外に
も販売していくことで、施設園芸関連産業群の創出・集積を図る▶トップレベルの
人材招へいによる最先端の研究と連動した新たな教育プログラム▶施設園芸農
業やアグリフードに関する最先端の研究を行う人材や高度な技術や知識を持った
農業の担い手を育成▶取り組みを通じて、若者の定着・増加をめざす

▶産業用ロボットのトップメーカーである（株）安川電機とロボット関連技術に強み
を持つ九州工業大学を中心に、人と同じ作業ができる自律作業ロボットの研究開
発を行い、地域の中小企業も含めたものづくり企業の生産性革命を起こすプロ
ジェクト▶本市に整備予定の「安川テクノロジーセンタ」（仮称）と九州工業大学が
連携して研究開発を行う▶北九州学術研究都市に整備する「北九州市生産性
向上支援センター」（仮称）では、最先端技術を地域企業に導入するとともに、研
究開発を現場環境で検証し結果をフィードバックすることで実用性の高い研究成
果につなげる▶九州工業大学は企業と連携し高い技術を生かした研究開発を進
めるとともに、現場で活躍できる人材の育成を行う▶中小企業の現場におけるロ
ボット導入を進める現場主義・実践主義のプログラムを実施 

▶広島を自動車に関する独創的技術と文化を追い求める人々が集まり、世界を驚
かせる技術と文化が持続的に生み出される聖地にする▶産業・行政・教育が一体
になり、イノベーションを起こす人財をあらゆる世代で育成することにより、ものづくり
を通じて地域が幸せになる▶広島ならではの産学官連携モデルが日本における
「地方創生」のリードモデルとなり、世界のベンチマークとなる

▶島根の素材力（超耐熱合金）を生かして、エンジンなどの重要部材の受注拡大
をめざし、新素材の開発と新技術の確立を進める▶世界最大級の生産拠点であ
る、アモルファス合金箔（優れた磁気特性により世界最高クラスの省エネ性能を
持つ製品を生み出す金属材料）の難加工性を克服し、産学官が連携してアモル
ファスモーターコアの量産化技術を確立し、生産拠点化を実現する▶島根大学内
に、先端素材共同研究所（仮称）を設置▶学部や大学院の改組により金属素材
に特化した教育体制を整備するとともに、インターンシップ、実践的なMOTプログ
ラム、英語による工学授業など魅力のある人材育成プログラムを開発▶事業拡大
と「学」の高度専門人材育成の取り組みを連動させることで、当地域での若者の
雇用創出と人材育成の好循環を創出

▶産学官金労言および外部有識者からなる「とやま未来創造県民会議」におい
てPDCAサイクルによる事業の検証を実施▶医薬品産業の医薬品生産金額の
増加額3,600億円▶医薬品産業の雇用者数の増加数4800人▶サマースクー
ル受講生の地元就職累計48人▶県内大学卒業生の地元就職数の増加累計
238人▶（富山大学）西洋医薬学と伝統医薬学の統合分野を含む、組織対組織
の連携協力協定等の締結数の増加累計19件、トップレベル人材の招へい、海外
大学とのダブルディグリープログラムの整備、大学院教育組織を一体的・抜本的
に再編、医薬理工連携教育部（仮称）を設置等▶（富山県立大学）国際学会・シ
ンポジウムの開催数累計10回、トップレベル人材の招へい、生物工学研究セン
ターを「生物・医薬品工学研究センター」に改組・拡充、大学院修士課程の生物
工学専攻を「生物・医薬品工学専攻（仮称）」に改組・定員増等

▶航空宇宙産業の製造品出荷額の増加額2644億円▶航空宇宙産業の雇用
者数の増加数2000人▶生産技術人材育成プログラム受講生の地元就職・起業
数216人▶岐阜大学内に航空宇宙生産技術開発センターを設置▶航空宇宙産
業の労働生産性の上昇率18％▶研究成果の現場導入数累計33件▶研究開
発事業による特許出願数累計40件▶生産技術人材育成プログラムを受講する
高専生・社会人技術者数累計105人

▶特殊鋼関連産業の売上額の増加額730億円▶特殊鋼関連産業の雇用者数
の増加数680人▶専門人材育成プログラム受講生の地元就職・起業数50人▶
2019年地元企業との産学連携の拠点として「先端素材研究所」を設置▶2020
年他分野学生をものづくり専門人材に育成する「副専攻プログラム」を開設▶
2021年大学院自然科学研究科理工学専攻に、マテリアル創成工学コースを設
置▶2022年総合理工学部を改組し、マテリアル創成工学科を設置 

▶輸送用機械器具製造業の生産額の増加額8600億円▶輸送用機械器具製造業におけ
る雇用者数の増加数4233人▶専門人材育成プログラム受講生の地元就職数年50人▶
2027年度広島大学に「情報科学プログラム（仮称）」および「デジタルイノベーションプログ
ラム（仮称）」を設置▶モデルベース開発等の導入企業数累計90社▶「デジタルものづくり
研究センター」における研究プロジェクトへの参画者数180人▶エクステンションプログラム
の受講者数72人▶モデルベースリサーチ等に関する論文数および学会発表数累計500件

▶光関連産業の製造品出荷額等の増加額1700億円▶光関連産業の雇用者
数の増加数5300人▶専門人材育成プログラム受講生の地元就職・起業数累
計125人▶ポストLEDフォトニクス研究所設置▶トップレベル研究者招へい▶分
野横断型大学院「創成科学研究科」を創設

▶施設野菜の労働生産性を5年後に5％アップ、10年後に20％アップ▶売り上
げ3000万円以上の販売農家戸数を5年後に4割増加、10年後に倍増▶野菜の
産出額を5年後に56億円増加、10年後に130億円増加▶農業現場への雇用就
農者を累計で5年後に430人増加、10年後に1000人増加▶Next次世代型ハ
ウスに装備する機器・システムの2018年度からの累計販売額を5年後に16.5億
円、10年後に100億円▶専門人材育成プログラムの受講生の地元就職・起業
数を累計で5年後に40人、10年後に100人▶ＩｏＰ研究に関連する学術論文数を
累計で5年後に50編、10年後に100編▶（高知大学）キラリと光る地方大学とし
ての広報（広告換算値）を5年後に2.5億円、10年後に4.5億円、大学院（修士課
程）への社会人および留学生受け入れ人数を累計で5年後に48人、10年後に
113人

▶市内ロボット関連産業の売上高を10年間で倍増、3200億円▶市内ロボット関
連産業の雇用者数の増加数10年間で300人▶専門人材育成プログラム受講
生の地元就職数年平均増加率9％▶（九州工業大学）2018年度情報工学部に

「ロボティクスコース」を設置、2019年度工学府に「インテリジェンスロボティクスモ
ジュール」を設置、共同研究講座10講座、クロスアポイントメント適用10人▶先導
設備等導入計画認定件数の増加数3年間で250件▶ロボット産業専門人材の
育成輩出の増加数10年間で400人▶北九州市内大学生等の地元就職率
30％をめざす▶九州工業大学に所属する知能ロボティクス研究者数を5年間で
国内トップレベル（3位以内）に▶九州工業大学と世界的産業用ロボットメーカー
の論文の引用件数（FWCI）を2022 年に2.79に

2018年度
交付決定額／
2018年度
交付対象事業費

総事業費期間KPI概要企業等大学等申請自治体事業名分野

製造業
（製薬）

“ＩｏＰ（Internet of Plants）”が導く
「Next 次世代型施設園芸農業」への進化

製造業
（航空宇宙）

富山大学、
富山県立大学

岐阜大学、
岐阜工業高等
専門学校

島根大学、
松江工業高等
専門学校

広島大学、
県立広島大学、
広島市立大学

徳島大学、
四国大学、
阿南工業高等
専門学校

高知大学、
高知工科大学

九州工業大学

5年間

5年間

5年間

5年間

5年間

5年間

5年間

6.6億円／
10.2億円

4７億円

26.7億円

60億円

50.6億円

42億円

50.1億円

120億円

「くすりのシリコンバレーTOYAMA」
創造計画

日本一の航空宇宙産業クラスター形成を
目指す生産技術の人材育成・研究開発

先端金属素材グローバル拠点の創出
－Next Generation TATARA Project－

ひろしまものづくりデジタルイノベーション
創出プログラム

次世代“光”創出・応用による
産業振興・若者雇用創出計画

革新的ロボットテクノロジーを活用した
ものづくり企業の
生産性革命実現プロジェクト

製造業
（産業用ロボット）

農業
（施設園芸農業）

光関連産業

製造業
（輸送用機械器具）

製造業
（鉄鋼） 

7530万円／
1.2億円

1.5億円／
2.4億円

6.9億円／
10.6億円

4.8億円／
6.8億円

6.2億円／
10.6億円

1350万円／
2600万円

地域連携を推進するための補助金事業に選定された大学の取り組みを紹介する。
今後、これらの事業に応募しようという大学、地元との地域連携の形を模索している大学は参考にしてほしい。主な地域連携推進事業選定例一覧

地方大学・地域産業創生交付金〈内閣官房・内閣府〉

富山県

岐阜県

島根県

広島県

徳島県

高知県

北九州市

＊2018年度事業選定分。「地域における大学振興・若者雇用創出事業に関する計画の認定について」（内閣府）を基に編集部で作成
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主な取り組み自治体・企業等参加大学等プラットフォーム名称

私立大学等改革総合支援事業タイプ５プラットフォーム形成 

函館大学、函館短期大学、函館大谷短期大学、ロシア極東連邦総
合大学函館校（専修学校）、北海道大学大学院水産科学研究院・水
産科学院・水産学部、北海道教育大学教育学部函館校、函館工業
高等専門学校、公立はこだて未来大学

函館市、函館商
工会議所キャンパス・

コンソーシアム函館

青森市産官学連携
プラットフォーム

宇都宮市創造都市
研究センター

〈文部科学省〉　

▶単位互換・集中講義制度▶合同公開講座「函館学」▶高等教育
機関合同研究発表会HAKODATEアカデミックリンク開催▶図書館
連携▶出前講義▶合同SD・IR研修▶第15回全国大学コンソーシア
ム研究交流フォーラム開催（全国大学コンソーシアム協議会と共催）

青森明の星短期大学、青森大学、青森中央短期大学、青森中央学
院大学、青森公立大学、青森県立保健大学

青森市、青森商
工会議所

▶共同オープンキャンパス▶共同学生募集▶地元の資源を生かしたヘルスツー
リズムの開発▶ロサンゼルスねぶた参加▶共同FD・SD▶共同研究▶AOMO
RISIX合同研究・学修発表会▶防災のあり方検討会議▶企業セミナーなど

宇都宮共和大学、文星芸術大学、作新学院大学、帝京大学、宇都宮
大学

宇都宮市、宇都宮
商工会議所、宇都
宮市商店街連盟、
トヨタウッドユー
ホーム、宇都宮まち
づくり推進機構、と
ちぎユースサポー
ターズネットワーク

▶地域就職支援センターを設置し、形成大学学生の地元就職を支援
▶社会人キャリア形成プログラムを策定し、社会人リカレント教育に取
り組み、地域から求められる人材の育成▶高等教育の質の向上に向
け、教育課程の共同編成等について協議▶第１回「創造都市宇都宮
都市圏」記念イベントの開催（～クリエイティブシティ・シンポジウム：産
学官連携による創造都市を目指した特色ある地域づくり）▶宇都宮市
創造都市研究センター開設記念「シティライフ学シンポジウム」▶クリ
エイティブシティ・フォーラム～ アーティスト・若者の集うまちづくり ～

静岡市文教エリア
等の発展に向けた
相互連携協議会

常葉大学、静岡英和学院大学、静岡県立大学、静岡大学、常葉大
学短期大学部、静岡英和学院大学短期大学部、静岡県立大学短期
大学部

静岡市、静岡商
工会議所、
I Ｌｏｖｅ しずおか
協議会

▶学生の地域連携活動▶教育面での連携▶教職員の交流▶産学
官連携の研究推進▶学生支援▶学生募集活動での連携▶地域住
民支援▶学生の就職活動促進▶地域のリスクマネジメント体制の検
討・構築 

豊田市高等教育
活性化推進
プラットフォーム

中京大学、日本赤十字豊田看護大学、愛知工業大学、豊田工業高
等専門学校

豊田市、一般社
団 法 人ツーリズ
ムとよた

▶学生によるまちづくりの提案▶学生ラグビーワールドカップボラン
ティア▶豊田市役所へのインターンシップ▶トヨタ自動車ラグビー部へ
のインターンシップ▶地域住民の体育館、運動施設等の利用促進▶
学生消防団による防災活動▶高校、小中学校への出前授業▶地域
の子どもの体力づくり教室、子どもスポーツフェスタ▶地域住民への公
開講座▶プラットフォームによる共同のFD・SD

大学コンソーシアム
京都

立命館大学、大谷大学、龍谷大学、京都産業大学、佛教大学、京都光
華女子大学、京都ノートルダム女子大学、京都学園大学、京都橘大学、
京都光華女子大学短期大学部、大谷大学短期大学部、京都文教大
学、京都外国語大学、平安女学院大学短期大学部、平安女学院大学、
嵯峨美術短期大学、京都精華大学、京都女子大学、京都造形芸術大
学、嵯峨美術大学、京都文教短期大学、大阪医科大学、京都華頂大
学、華頂短期大学、成安造形大学、京都外国語短期大学、花園大学、
龍谷大学短期大学部、京都美術工芸大学、放送大学、京都薬科大学、
種智院大学、同志社大学、同志社女子大学、明治国際医療大学、京都
情報大学院大学、京都医療科学大学、京都看護大学、池坊短期大学、
京都西山短期大学、京都経済短期大学、京都聖母女学院短期大学、
京都大学、京都教育大学、京都工芸繊維大学、京都市立芸術大学、京
都府立大学、京都府立医科大学、福知山公立大学

京都府、京都市、
京 都 商 工 会 議
所、京都経済同
友会、京都経営
者協会、京都工
業会

兵庫県、兵庫県
商工会連合会、
兵庫県中小企業
家同友会等

▶大学間連携による教育プログラムの充実（単位互換事業、インター
ンシップ事業、生涯学習事業、高大連携事業）▶大学の発展を支える
教職員の育成（ＦＤ事業、ＳＤ事業、障がい学生支援事業）▶大学の
まち京都・学生のまち京都活性化（学生交流事業、都市政策関連事
業）▶国際交流プログラムの充実（留学生支援・交流促進、留学生受
け入れ体制の強化、学生の海外派遣、グローバル化に対応した大学
教職員の育成）▶調査・研究機能の再構築

ひょうご産官学
連携協議会

明石工業高等専門学校、芦屋大学、芦屋学園短期大学、大手前大
学、関西国際大学、関西福祉大学、関西学院大学、聖和短期大学、
甲南大学、甲南女子大学、神戸大学、神戸医療福祉大学、神戸海星
女子学院大学、神戸学院大学、神戸芸術工科大学、神戸国際大
学、神戸市外国語大学、神戸市看護大学、神戸松蔭女子学院大
学、神戸女学院大学、神戸女子大学、神戸女子短期大学、神戸親
和女子大学、神戸常盤大学、神戸常盤大学短期大学部、神戸薬科
大学、神戸山手大学、神戸山手短期大学、園田学園女子大学、園田
学園女子短期大学部、宝塚大学、宝塚医療大学、姫路大学、姫路
獨協大学、兵庫大学、兵庫大学短期大学部、兵庫医療大学、兵庫
教育大学、兵庫県立大学、流通科学大学

▶留学生支援プログラム（ひょうご留学生インターンシップ）▶県内企
業の海外事業展開に係る留学生活用事業▶大学キャリアセンターと
連携した県内大学生の地元就職支援事業▶模擬国連演習▶学生
海外派遣プログラム▶兵庫県英語プレゼンテーション・コンテスト▶学
生プロジェクト事業「キッズフェスティバル」▶学生ボランティア事業▶
防災・災害復興支援学生ボランティア育成事業▶ＦＤ・ＳＤセミナー▶
コンソ加盟校教職員を対象とした講演会・研修会の開催▶単位互換
事業▶高大連携事業（ひょうご高校大学コンソーシアム）▶兵庫国際
交流会館における国際交流拠点推進事業

鳥取県、倉吉市、
鳥 取 商 工 会 議
所、倉吉商工会
議所、米子商工
会議所、境港商
工会議所、鳥取
県 商 工 会 連 合
会、鳥取県中小
企 業 団 体 中 央
会、鳥取県社会
福祉協議会、鳥
取県看護協会

とっとり
プラットフォーム
５＋α

鳥取短期大学、鳥取看護大学、鳥取大学、公立鳥取環境大学、米
子工業高等専門学校

▶正規雇用１万人チャレンジ計画の推進会議への参加▶県内企業の
共同就職フェアの推進▶県内高等教育機関のパネルを高校内へ展
示推進▶単位互換科目の検討協議▶ｅラーニング授業の検討、実施、
広報、調査▶とっとりインターンシップフェステバル、合同企業説明会の
開催▶地域学科目（鳥取学等）ｅラーニングの導入▶講座内容、講師、
会場の協議検討会議の開催▶受講生に対するアンケート調査実施▶
女性雇用に関する共同研究の支援▶中部地震復興会議への参画▶
リスクマネジメント体制に関する共同研究の支援▶少子化対策の共同
研究の支援▶産業人材育成センター委託事業の推進▶履修証明プ
ログラムの導入検討▶社会人の学びやすいしくみの導入と推進（共同
研究支援）▶共同FD・SD研修会の実施▶こども食堂・学習支援に関
する合同説明会、募集チラシの作成

長崎県・佐賀県・
佐世保市、長崎
経済同友会、佐
賀県商工会議所
連合会

九州西部地域大学・
短期大学連合
産学官連携
プラットフォーム

西九州大学、西九州大学短期大学部、佐賀女子短期大学、長崎短
期大学、長崎国際大学、長崎総合科学大学、活水女子大学、長崎外
国語大学、九州龍谷短期大学、長崎ウエスレヤン大学、長崎女子短
期大学、精華女子短期大学、香蘭女子短期大学、長崎純心大学、長
崎大学、佐賀大学、長崎県立大学

▶｢大学教育の質向上｣｢地域活性化のための人材育成｣｢地域ニー
ズへの対応｣を３つの柱として、地域課題解決のために、｢健康・医療・
福祉｣｢子ども育成｣｢国際交流・観光・まちづくり｣｢地域産業活性化｣
の4つのアプローチから地域と協働して事業推進する。具体的には、Ｉ
Ｔ環境を活用した教材開発、自治体との健康づくり活動、子どもの貧
困問題等の共同研究、地域観光の研究、防減災プログラムなど

〈内閣官房・内閣府〉

＊2017年度事業選定分。2018年度では上記に加え、新たに世田谷プラットフォーム、ネットワーク大学コンソーシアム岐阜、大阪府内地域連携プラットフォーム、大学等による「おおいた創生」推進協議会、山形県未来創造プラットフォー
ム、めぶく。プラットフォーム前橋、ちば産学官連携プラットフォーム、埼玉東上地域大学教育プラットフォーム（TJUP）、千代田区内近接大学の高等教育連携強化コンソーシアム、金沢市近郊 私立大学等の特色化推進プラットフォーム、福
井県産学官連携プラットフォーム、プラットフォームふじのくに地域・大学コンソーシアム、彦根・長浜地域における学術文化教育基盤形成を目的とした大学・短期大学・地域連携プラットフォーム、大学コンソーシアム熊本が選定されている

＊2018年度事業選定分

地方と東京圏の大学生対流促進事業
事業名

917.9万円

これまで桜美林大学と名桜大学で行われてきた大
学間交流事業を発展させ、沖縄の産業振興に向け
た大学間交流とし、日本一のインバウンド都市沖縄
の担い手となるようなカリキュラム設計を両校で設
け、沖縄の産業振興に貢献できる人材を送り出すプ
ロジェクトを実施する

▶1年または半年の長期プログラム「SAKURA沖縄
プロジェクト科目」
▶桜美林大学の科目「地域社会参加（沖縄学入
門）」履修者が事前学修した内容を現地で1週間、体
験実習する独自の短期研修プログラム桜美林大学／

名桜大学

桜の大学間交流
が創り出す

「インバウンド
都市沖縄」
振興プロジェクト

3000万円

「グローカルな知の拠点」をめざす山梨県立大学が、
文部科学省「地（知）の拠点大学による地方創生
推進事業（COC+）」における「地域教養」および

「ツーリズムコース」の教育プログラムを活用し、「地
域に根ざす大学」をめざす拓殖大学との協働によ
り、長期は実践型授業科目「Mirai プロジェクト」、短
期は「やまなし未来計画フォーラム」を中心とした地
元企業などとの交流機会を提供する。また、国際協
力、観光、農業およびデザインなどの専門的な教育
プログラムを持つ拓殖大学は、山梨県立大学の学
生に専門的な学びの機会を提供することで実践教
育の質の向上を図る。以上により、相互にメリットの
ある連携関係を構築する

▶山梨県の魅力を発信し、伝えることを目的とした、
情報発信の拠点としてCasaPrismaを設置▶6つ
のMiraiプロジェクトを担当教員および外部コーディ
ネーターにより実施▶空き家で「つながる住まい」プ
ロジェクトで新たな空き家活用の提案▶外国人観光
客向けに「日常」を体験するツアーの企画・実施▶地
域資源の掘り起こしと学生視点での新商品の開発
サポートを行う笛吹市八代地区活性化プロジェクト
▶芦川活性化プロジェクト▶物語・ストーリーの再発
見／再編集／再構築を通じたブランディング実践▶
学生主体のまちづくり活動合同ゼミ「新しい地方創
生のカタチつくり」

山梨県立大学／
拓殖大学

「Mirai プロジェクト」
を中心とした
やまなしキャリア
デザインの推進

2048.8万円

沖縄を理解するうえで、固有の文化・歴史を学ぶこと
は不可欠であり、また、地域振興・持続可能な社会
の構築のためには、産業構造や自然環境・災害の
理解が重要である。本プロジェクトでは、東京圏と沖
縄、沖縄の本島と離島の関係を比較研究し、沖縄
の抱える課題を考え関心を喚起することで、沖縄へ
の人の流れを創出する。そのために、沖縄を理解・体
験する PBLをベースに、３大学の幅広い学び、地域
連携プログラム、「沖縄」「千代田区」をフィールドと
した課題解決型フィールドワークを通じて、比較研究
も取り入れつつ、沖縄の持続可能な社会の構築を
実現する人材を育成する。加えて沖縄に若者が根
付くことを目的としたインターンシップを実施する

▶1年または半年の単位互換長期学生交流プログ
ラム
▶沖縄と千代田区を比較研究する課題解決型短期
フィールドワーク（各１週間）
▶東京で沖縄の持続可能な発展を考える「沖縄の
魅力発見シンポジウム」
▶沖縄県内でのインターンシップ

法政大学／
沖縄大学、
名桜大学

東京から沖縄へ、
沖縄創生のため
の課題解決型
人材育成
プログラム

3580万円

東京圏にある大正大学と地方に所在する静岡産業
大学および島根大学とが協働し、学生を対流等させ
ることで、産学官連携によるフィールドワークや単位
互換を前提とする科目履修を行い、現在地域が抱え
ている諸問題の発見と課題解決に向けて、提案力
の養成を行う。また、こうした事業を契機としてさらな
る大学間ネットワークを構築・拡大していくことによっ
て、学生の交流を深め、東京の学生が地方へ還流・
定着し、地域創生をけん引する高度で知的な職業
人として活躍する人材の輩出をめざす

▶長期プログラム（単位互換）は秋に40日間の地域
学習としてその地域の事業学習と現地視察を行うと
ともに、静岡県藤枝市では静岡産業大学の、島根県
益田市では島根大学の地域学を中心とした学びを
修める。また、両地域からの学生は東京に滞在し、豊
島区でフィールド学習および大正大学での授業を履
修する▶短期プログラムは夏と春の年2回、静岡県
藤枝市、島根県益田市で、それぞれ5日間の調査、
実習、ヒアリング等の活動を行う

大正大学／
静岡産業大学、
島根大学

フィールドから
学ぶ産学官協働
３大学地域
人材育成
プロジェクト

1579.3万円

▶遠隔システムによる2大学同時開講科目、副専攻
制度等の短期プログラムの設置により沖縄志向を
高める学生対流を促進する▶共生・共創という理念
の同じ2大学が地方公共団体や企業と連携し、観
光資源発掘や地場産業体験型学修等の社会を
フィールドとした独自プログラムを構築し、沖縄の魅
力発信に寄与する▶地域の魅力に触れるだけでな
く、沖縄式地域円卓会議等の場を通じて実際に政
策提案を行うなど、講義形式にＰＢＬを組み合わせた
プログラムにより、地域が抱える課題解決に貢献で
きる地域リーダーを育成する

▶相互に1年間国内留学しながら自治体や企業と連携。
2018年度は関東学院大学の学生は4人、沖縄大学の学
生1人がこの制度に参加▶夏期休業期間を利用した短期
で参加が可能な「沖縄魅力発見プログラム」に、関東学院
大学の学生が６人参加▶2019年度後期より沖縄大学と
関東学院大学の同時遠隔中継で履修可能な「地域創生
特論（沖縄）」開講▶「地場産業（泡盛）体験型学修」「観
光資源発掘実践プログラム」で沖縄の魅力発信に取り組
む他、「子どもの貧困対策実践プログラム」「沖縄式地域円
卓会議」では沖縄固有の課題に地域と協力して政策提案
を行う▶2018年10月から事務職員の相互派遣スタート

関東学院大学／
沖縄大学

沖縄創生まじゅん
プロジェクト

3000万円

香川大学創造工学部および芝浦工業大学デザイ
ン工学部は、「デザイン思考」「創造的なデザイン能
力」の育成という点で共通する部分が多い。香川大
学が課題とする「国際的な視野」の養成を芝浦工業
大学の「グローバルＰＢＬ」で補い、また芝浦工業大
学が課題とする「自治体との連携」や「日本における
地域課題の解決をめざした取り組み」については、
香川大学の「インターンシップ科目」「瀬戸内地域活
性化プロジェクト」や「産学協創工学」で補う。香川
大学が実績を有するeラーニングや、「瀬戸内国際
芸術祭」「東京オリンピック」などそれぞれの地域に
特有のイベントに関連したプロジェクトも実施する

▶4泊5日の日程で、小豆島の課題発見・解決をテー
マにしたフィールドワーク実施（香川大学生9人、芝
浦工業大学生28人）
▶半年程度の長期プログラムでは、香川大学で地
域を題材とした授業科目やフィールドワーク型科目の
展開、地域企業との共同研究を実施（芝浦工業大
学生4人）
▶3月には、東京オリンピックをテーマにしたフィール
ドワークや色彩をテーマにしたグローバルPBLを実施

香川大学／
芝浦工業大学

うまげなかがわ
感じてみまい！
うどん県住みます
学生プロジェクト
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これからの地域連携7 つのポイント

取り組み方

まとめ

地域に「存在」するだけではそのコミュニティのメンバーにはなれない。  
大学のリソースを総動員して地域の課題解決にコミットすることで、
結果的に大学が地域にとってなくてはならない存在になり、
地域が自学の教育・研究、そして経営を支える基盤となるのではないか。

大学としての意思決定と全学推進のための中心となる窓口をつくれば地域も相談しやすくなる 

一部の学部や部署、
各教員任せ

経営戦略として計画的に、
全学体制で取り組む1

連携協定
実体がない「名ばかり」協定では意味がない。協力関係を築きやすい地域と手を組もう 

とりあえず所在地周辺の
自治体と数多く結ぶ

お互いの課題が一致し、リソース
を生かせる自治体と手を組む2

企画の発想
大学のシーズありきでは地域の課題は解決できない。地域の現場に入り、そのニーズから発想を 

大学の教育・研究
シーズありき

地域の課題、事情といった
地域のニーズ主導3

継続性
地域の持続可能性を高めるためには継続性が重要だ。そのためには、組織として取り組もう 

一時的、イベント的 継続的、持続的4

立場
第三者的な立場ではなく、その地域の当事者としてコミットしよう 

学識経験者枠、お手伝い 地域コミュニティの一員、当事者5

ヒトモノカネ
自学だけで賄っていては継続性は低い。地域のさまざまなステークホルダーにも協力を願おう  

学内でやりくり
大学、自治体や地域の産業界、
市民などがお互い出し合う6

指標
地域の課題がどこまで解決できたかどうか？　現実的、具体的な指標の設定を

学内の各種評価だけ 地域の各ステークホルダーから
の評価7


